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第二次世界大戦勃発
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日本から世界へ
　日本には，伝統ある文化，かけがえのない
自然，すぐれた技術など，世界に誇るものが
たくさんある。

【富
ふ

士
じ

山
さん

】　日本の世界遺産には，富
とみ

岡
おか

製糸場などの文
化遺産，屋

や

久
く

島
しま

などの自然遺産がある。
【東京スカイツリー】　東京スカイツリー，東京湾アクアライン，瀬

せ

戸
と

大
おお

橋
はし

などにみられる日本のすぐれた建築技術は，世界で広く採用されて
いる。

【新幹線】　1964 年に東海道新幹線が開通した
のち，新幹線網

もう

は全国に広がった。その技術・
安全性には定評があり，台湾などに技術が輸出
されている。

【カセットテープ式携
帯音楽プレーヤー】（1979年
発売）　音楽を携帯し気軽に
楽しむという新しい文化を創
造した革命的な発明で，ポッ
プカルチャーにも大きな影響
を与えた。

【インスタントラーメン】　
インスタント食品，一般向け
レトルト食品はいまでは世界
各国に普

ふ

及
きゅう

している。
【ニューヨークでの歌

か

舞
ぶ

伎
き

公演の様子を
伝える新聞】（2014年）　演劇としての魅
力が海外でも高く評価されている歌舞伎
をはじめ，雅

が

楽
がく

，落
らく

語
ご

，日
に

本
ほん

舞
ぶ

踊
よう

，茶
さ

道
どう

など多くの芸能が伝承されている。

【友
ゆう

禅
ぜん

】　友禅・西
にし

陣
じん

・藍
あい

染
ぞめ

・琉
りゅう

球
きゅう

紅
びん

型
がた

な
どの織物・染物をはじめ，漆

しっ

器
き

，陶
とう

磁
じ

器
き

，
木工・竹工，和紙などさまざまな伝統工
芸がうけつがれている。
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縄文
時代

旧石器時代の日本列島では，人々は打
だ

製
せい

石器を使った狩猟・採集によって生

活していた。いまから約 1 万年

前，温暖な気候がおとずれて海

水面が上昇し，日本列島は海に

よって大陸とへだてられた。人々

は磨
ま

製
せい

石器を使って生活を豊かにし，

食物を煮たり貯蔵するた

めに縄文土器をつくった。この時代

を縄
じょう

文
もん

文化の時代とよぶ。

　食料が安定してくると定住化

が進み，わき水を利用しやすい台

地の端に竪
たて

穴
あな

住居の集落が形成され

ていった。集落にはごみなどを捨てる貝
かい

塚
づか

や，祭
さい

祀
し

のための施設，共同で作業をする大型の建物が

つくられた。集落のあいだでは，黒
こく

曜
よう

石
せき

やヒスイ

などの交易もおこなわれた。人々は呪
じゅ

術
じゅつ

を信仰し，

妊
にん

娠
しん

した女性の土
ど

偶
ぐう

などで繁
はん

殖
しょく

を祈り，成人の儀

式として抜
ばっ

歯
し

をおこなった。このころには，身分

や貧富に明確な差はなかったと考えられている。

弥生時代と
小国家の形成

紀元前 4 世紀ごろ，大陸から水

稲耕作と金属器の製作技術が伝

わった。青銅器や鉄

器，弥
や よ い

生土器がつく

られ，食料採取とと

もに食料生産がお

こなわれる農耕社

会が成立した。

　稲作は北九州から東北地方にまで広がり，平野

に集落がつくられるようになった。灌
かん

漑
がい

などの作

業を指導する首長が支配者と

なり，集落間の争いも生じ，

各地に小国家が形成された。中国

の歴史書によると，このころの日本は倭
わ

とよばれ，

邪
や

馬
ま

台
たい

国
こく

の女王卑
ひ

弥
み

呼
こ

が小国家をまとめていた。

卑弥呼は中国の皇帝に使いを送り，その権威を背

景に国をおさめた。

大和王権と
古墳文化

3世紀後半，大
や ま と

和地方の王を中心

に有力な豪
ごう

族
ぞく

が連合して大和王権

が形成された。王

や豪族の墓として

前
ぜん

方
ぽう

後
こう

円
えん

墳
ふん

などの

古
こ

墳
ふん

がつくられ，

古墳は九州南部か

ら東北に広がった。古墳には埴
はに

輪
わ

がおかれ，竪
たて

穴
あな

式石室には多く

の副葬品がおさめられた。

　4世紀後半，朝鮮半島では高
こう

句
く

麗
り

・新
しら

羅
ぎ

・百
く だ ら

済が争い，大和王権は百済と同盟して高句

麗と対抗しようとした。大和王権の王は中国に使

者を送り，皇帝の権威を借りて国内支配や朝鮮半

島における立場を有利にしようとした。

　大和王権は，朝鮮半島や中国から多くの渡
と

来
らい

人
じん

をむかえいれた。彼らは鉄器や須
す

恵
え

器
き

，機
はた

織
お

りな

どの進んだ技術，漢字などの新しい知識，儒
じゅ

教
きょう

や

仏教を伝え，朝
ちょう

廷
てい

でも活躍した。大和王権は政治

機構を整え，地方支配を強めていった。

古代の日本

Q土偶

Q埴輪

Q石包丁

Q縄文土器
Q百

も ず

舌鳥古墳群（大阪府）

Q復元された水田

 狩猟・漁
ぎょ
撈
ろう
・採集の生活

 縄文文化
BC
5～4C 農耕生活開始　青銅器・鉄器使用の開始
  100 倭，百余国分立　楽

らく
浪
ろう
郡を通じて中国と交渉

AD57 倭の奴
なの
国
こく
王
おう
が後

ご
漢
かん
に入貢，印

いん
綬
じゅ
を授かる

  239 邪馬台国の女王卑弥呼が魏に遣使，「親
しん
魏
ぎ
倭
わ
王
おう
」

の称号をうける
 古墳の出現　このころまでに大和王権成立
  478 倭王武が宋

そう
に遣使

  593 厩戸王（聖徳太子），摂政となる
  603 冠位十二階を制定
  604 憲法十七条を制定
  607 小野妹子を隋に派遣（遣隋使）
  630 犬

いぬ
上
がみの
御
み
田
た
鍬
すき
を唐に派遣（第１回遣唐使）

  645 大化の改新
  672 壬

じん
申
しん
の乱

  694 藤原京に遷都
  701 大宝律令の完成
  710 平城京に遷都
  743 墾

こん
田
でん
永
えい
年
ねん
私
し
財
ざい
法
ほう
を制定　

  794 平安京に遷都
  894 遣唐使停止
  935 承

じょう
平
へい
・天
てん
慶
ぎょう
の乱（～41）

1016 藤原道長が摂政となる

弥
生

古
墳

飛
鳥

奈
良

平
安

時代
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  630 犬

いぬ
上
がみの
御
み
田
た
鍬
すき
を唐に派遣（第１回遣唐使）

  645 大化の改新
  672 壬

じん
申
しん
の乱

  694 藤原京に遷都
  701 大宝律令の完成
  710 平城京に遷都
  743 墾

こん
田
でん
永
えい
年
ねん
私
し
財
ざい
法
ほう
を制定　

  794 平安京に遷都
  894 遣唐使停止
  935 承

じょう
平
へい
・天
てん
慶
ぎょう
の乱（～41）

1016 藤原道長が摂政となる

弥
生
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飛鳥
時代

6 世紀末，渡来

人と結んだ蘇
そ

我
が

氏が政権をにぎった。推
すい

古
こ

天皇の摂
せっ

政
しょう

となった厩
うまや

戸
ど

王
おう

（聖
しょう

徳
とく

太
たい

子
し

）は，蘇
そ

我
がの

馬
うま

子
こ

と

協力し，役人の身分の序列を定めた冠
かん

位
い

十
じゅう

二
に

階
かい

や

天皇への忠誠などをしめした憲
けん

法
ぽう

十
じゅう

七
しち

条
じょう

を制定した。

　中国では589年に隋
ずい

が国内を統一した。大和王

権は遣
けん

隋
ずい

使
し

として小
お の の

野妹
いも

子
こ

を派遣し，対等な国交

を結ぼうとした。遣隋使とともに留学生や学問僧

が中国に渡って，先進的な文化を学んだ。

　この時代は飛
あ す か

鳥地方に朝廷の中心があり，ここ

に仏教文化が花開いた（飛鳥文化）。

大化の改新と
律令国家の成立

中国では隋がほろび，律
りつ

令
りょう

を

基本法とする中央集権的な国

家体制の唐
とう

が東アジア諸国に大きな影響を与えて

いた。日本でも，中央集権国家をめざして中
なかの

大
おお

兄
えの

皇
おう

子
じ

や中
なか

臣
とみの

鎌
かま

足
たり

は645年，蘇我氏を倒して改革に

着手した（大
たい

化
か

の改新）。新政府は公
こう

地
ち

公
こう

民
みん

制をと

り，戸
こ

籍
せき

・計
けい

帳
ちょう

を作成して班
はん

田
でん

収
しゅう

授
じゅの

法
ほう

を実施する

などした。朝鮮では唐と新羅が百済を滅ぼし，日

本は救援軍を送ったが，白
はく

村
すき

江
のえ

の戦いでやぶれた。

　中大兄皇子は即位して天
てん

智
じ

天皇となり，庚
こう

午
ご

年
ねん

籍
じゃく

をつくるなど改革を進めた。天
てん

武
む

天皇，持
じ

統
とう

天

皇が改革を引き継いで天皇中心の政治をつくりあ

げ，飛
あ す か

鳥浄
きよ

御
み

原
はら

令
れい

を施行し，藤
ふじ

原
わら

京
きょう

をつくった。

この時代には，薬
やく

師
し

寺
じ

などの

大寺院が建立されて国家の保

護をうけ，白
はく

鳳
ほう

文化がおこっ

た。「日本」という国号や「天

皇」という称号もこのころ正

式に定められた。

　701年，中国の律令にならっ

て大
たい

宝
ほう

律
りつ

令
りょう

がつくられた。こうして，畿
き

内
ない

の豪族

が天皇を君主として立て，律（刑法）と令（統治組

織や政治運用のための法）によって国家を統治す

る律令国家が成立した。

平城京と
天平文化

710年，奈良の平
へい

城
じょう

京
きょう

に都が移された。

地方には中央から国
こく

司
し

が派遣され，

九州には大
だ

宰
ざい

府
ふ

，東北には多
た

賀
が

城
じょう

がおかれた。律

令国家は戸籍に基づいて口
く

分
ぶん

田
でん

を支給し，租
そ

・調
ちょう

・

庸
よう

や労
ろう

役
えき

を課したが，口分田はしだいに不足し，

私有地が荘
しょう

園
えん

として経営されるようになった。

　聖
しょう

武
む

天皇は，仏教の力にたよって政治的混乱や

疫
えき

病
びょう

，災害，飢
き

饉
きん

などの不安から国家の

安
あん

泰
たい

をはかろうとして（鎮
ちん

護
ご

国家），国
こく

分
ぶん

寺
じ

を建立し，東
とう

大
だい

寺
じ

に大
だい

仏
ぶつ

を建立した。

　奈良時代には唐の制度や文化をとりい

れようと遣唐使がたびたび派遣され，仏

教と唐の文化の影響を受けた国際的な文

化（天
てん

平
ぴょう

文化）が栄えた。また歴史書

として，『古
こ

事
じ

記
き

』『日
に

本
ほん

書
しょ

紀
き

』が完成した。

平安京と
摂関政治

794年，桓
かん

武
む

天皇は平
へい

安
あん

京
きょう

に遷
せん

都
と

した。

この時期，東北地方で蝦
えみ

夷
し

の反乱が

起こり，政府は平定に力をいれた。仏教では最
さい

澄
ちょう

や空
くう

海
かい

が唐から帰国し，貴族に密
みっ

教
きょう

が広まった。

　9世紀なかば，

藤
ふじ

原
わら

氏は他の貴
き

族
ぞく

をしりぞけて

摂
せっ

政
しょう

・関
かん

白
ぱく

の地

位につき，10世

紀後半から道
みち

長
なが

・頼
より

通
みち

父子の時代を頂点に，摂
せっ

関
かん

政治をおこなった。11世紀になると，地方豪族や

有力農民は土地の開
かい

墾
こん

を進め，所領を天皇家・貴

族・寺院に寄
き

進
しん

し，荘
しょう

官
かん

として支配の安定をはか

った。こうした寄進地系荘園では，政府の租税賦
ふ

課
か

や官
かん

吏
り

の介
かい

入
にゅう

を拒む特権を獲得していった。

　唐は国力がおとろえ，907年に滅亡した。894

年には遣唐使の派遣が停止され，日本で

は中国文化の影響をふまえつつ独自の国
こく

風
ふう

文化が花開いた。かな文字が考えだ

され，物語や和歌などがさかんになった。

また末
まっ

法
ぽう

思想が広まり，極
ごく

楽
らく

浄
じょう

土
ど

への生

まれかわりを願う浄土教が広まった。

Q法
ほう

隆
りゅう

寺
じ

金
こん

堂
どう

釈
しゃ

迦
か

三
さん

尊
ぞん

像
ぞう

Q高
たか

松
まつ

塚
づか

古
こ

墳
ふん

壁
へき

画
が

Q正
しょう

倉
そう

院
いん

宝
ほう

物
もつ

Q空
くう

也
や

像

Q貴族と庶
しょ

民
みん

資
料  

開
国
ま
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17歳の肖像

■漁師万次郎の漂流　土
と

佐
さ

の中浜村に生まれた漁

師，
1827〜98
万
まん

次
じ

郎
ろう

は1841（天
てん

保
ぽう

12）年，仲間4人とともに漂

流し，無人島に流れ着いたが，たまたまアメリカ

の捕
ほ

鯨
げい

船ジョン・ホーランド号に救助された。船

長ホイットフィールドは万次郎の才能を認め，故

郷のアメリカ東部海岸の漁港，ニューベッドフォ

ードに連れ帰った。万次郎16歳のときであった。

　万次郎は18歳までニューベッドフォードの隣町，

フェアヘイブンの学校で，英語・数学・測量術・

航海術などを学んだ。そして，19歳になると，捕

鯨船の航海士として乗船し，22歳まで世界の海を

乗りまわすことになった。

■アメリカの捕鯨業　アメリカが日本へ開国をせ

まった背景には，灯油などの必需品に重要な捕鯨

業の北太平洋進出があった。アメリカ捕鯨船が日

本沿岸の海域，「ジャパン・グラウンド」に出現した

のは1820年ごろからのことで，その数は1840年代

なかばには300隻
せき

にもおよんだという。そして，ア

メリカはこれらの捕鯨船や貿易船の避難港や，薪
しん

水
すい

や食糧の補給港を求めていた。日米和親条約に

はこうしたアメリカの要求が反映していた。

　アメリカ人作家，メ
1819〜91
ルヴィルは1851年，モービ

ィ・ディックという巨大な白いクジラとそれを追

う捕鯨船のエイハブ船長とのすさまじい闘
たたか

いをえ

がいた『白
はく

鯨
げい

』という長編小説を刊行した。メルヴ

ィルも捕鯨船の乗組員として，太平洋で捕鯨に従

事した経験があった。

　『白鯨』には，日本についてのつぎのような記述

もある。

　「もしあの二重にかんぬきをかけた国，日本が外国

に門
もん

戸
こ

を開くことがあるとすれば，その功績は捕鯨船

にのみ帰せられるべきだろう。事実，日本の開国は目

前にせまっている。」

　メルヴィルが捕鯨船に乗って出帆したのは1841

年のことで，出港地はアメリカ捕鯨業の中心地，

アメリカ東部マサチューセッツ州のフェアヘイブ

ンだった。万次郎がフェアヘイブンにやってきて，

勉学をはじめたのは，この翌年のことであった。

■万次郎の帰国　万次郎は1850（嘉永 3）年，ハワ

イから帰国の途につく。翌年琉
りゅう

球
きゅう

に上陸し，薩
さつ

摩
ま

藩の取り調べをうけたのち，さらに翌年，ようや

く郷里の土佐に帰ることができた。土佐では後
ご

藤
とう

象
しょう

二
じ

郎
ろう

や岩
いわ

崎
さき

弥
や

太
た

郎
ろう

などに海外事情を教え，大き

な影響を与えた。

　ペリー来航後には幕府の旗
はた

本
もと

に取り立てられ，

まったく新しい人生をあゆみはじめた。1860（万延

元）年，日米修好通商条約の批
ひ

准
じゅん

書の交換のために

出航した咸
かん

臨
りん

丸
まる

に乗りこみ，通訳としての役割を

果すと，その後，幕府が築
つき

地
じ

に開設した海軍操練

所の教授になって，航海・測量学や捕鯨術を教えた。

また幕府の小
お

笠
がさ

原
わら

調査に参加することもあった。

明治政府にも出仕し，開
かい

成
せい

学校の教授などもつと

めたが，晩年は病気のため療養生活を送り，1898（明

治31）年に死去した。

無人島
中浜

フェアヘイブン

ハワイ諸島グアム島

フィジー諸島

5

10

15

20

25

ジョン万次郎 ■日米のかけ橋に

【ジョン（中浜）万次郎】
【万次郎の航路】

■参考文献
メルヴィル（八木敏雄訳）『白鯨』上・中・下（岩波文庫，2004年）

37

17歳の肖像

■漁師万次郎の漂流　土
と

佐
さ

の中浜村に生まれた漁

師，
1827〜98
万
まん

次
じ

郎
ろう

は1841（天
てん

保
ぽう
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郎
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40　第 1 章  近代日本の形成

大政奉還と
王政復古

　幕末の政治対立を，そ
れぞれがめざした社会の
姿や庶

しょ

民
みん

の動きから考え
よう。

1諸隊は武士以外の人々によ
って組織され，藩の軍事力の
中核となった。各藩でも農兵
隊が結成され，武士が武力を
独占する江戸時代の体制がく
ずれていくことになった。

3天皇のもとに，諸大名から
選ばれた議員からなる上院と，
各藩からの人材を登用した下
院とを組織し，開国和親，富

ふ

国
こく

強
きょう

兵
へい

を方針とした統一政権
をつくろうとした。

【徳川慶喜】　洋式の軍服姿の
慶喜。

2岩倉は，和
かずの

宮
みや

と将軍家茂の
婚
こん

姻
いん

を進めたことの責任を問
われ，尊

そん

攘
じょう

派公家によって朝
廷を追われたが，しだいに薩
摩藩や坂本龍馬などと接触を
強め，倒幕運動に中心的役割
を果たすようになった。

 禁
きん

門
もん

の変の責任を問われ，幕府軍の攻撃をうけた

長
ちょう

州
しゅう

藩は，幕府に恭
きょう

順
じゅん

をしめした。しかし，高
たか

杉
すぎ

 

晋
しん

作
さく

らは下
しもの

関
せき

で挙兵し，奇
き

兵
へい

隊
たい

など諸隊の活躍によって，1865（慶
けい

応
おう

元）

年はじめには，藩内の実権をにぎり，幕府へ対抗する意思をしめした。

　幕府はふたたび長州征
せい

討
とう

の命令を発した。こうしたなか，かつて戦

闘をまじえた薩
さつ

摩
ま

・長州両藩のなかだちをしようとしたのが，土
と

佐
さ

藩

の坂
さか

本
もと

龍
りょう

馬
ま

と中
なか

岡
おか

慎
しん

太
た

郎
ろう

であった。1866年 1月，薩摩藩が長州藩を支

援することを約束した薩
さっ

長
ちょう

盟
めい

約
やく

が成立した。このため，大
おお

久
く

保
ぼ

利
とし

通
みち

・ 

西
さい

郷
ごう

隆
たか

盛
もり

らが主導権をにぎっていた薩摩藩は出兵を拒否し，将軍家
いえ

茂
もち

の死去もあって，幕府軍は敗れた（第 2次長州征討）。

 1866（慶応 2）年 7月，将軍家茂のあとをうけて，

京都で政治的に主導権を握っていた一
ひとつ

橋
ばし

慶
よし

喜
のぶ

が15

代将軍となった。徳川慶喜は，フランスの援助をうけ幕府体制の再強

化にのりだした。同年末，孝
こう

明
めい

天皇が没し，年少の明治天皇が即位し

た。それまでの政争で罪を得ていた親
しん

王
のう

や公
く

卿
ぎょう

が許され，岩
いわ

倉
くら

具
とも

視
み

ら

は政治活動を再開した。西郷や大久保らは，岩倉らと通じて倒幕計画

を進めていった。1867年 5月，朝
ちょう

廷
てい

は兵庫開港を許可し，1858（安
あん

政
せい

5）

年以来の政治の一つの争点は解決した。

　慶喜と薩長倒幕派とのせめぎあいは，1867年なかば以降，緊
きん

迫
ぱく

の度

を増していった。こうしたなか，土佐・越
えち

前
ぜん

両藩は，政治の実権を天

皇のもとに開かれる諸
しょ

侯
こう

会議に移すという構想を提案した（公
こう

議
ぎ

政
せい

体
たい

論）。この構想の背後には，土佐藩士後
ご

藤
とう

象
しょう

二
じ

郎
ろう

と坂本龍馬がいた。

土佐藩は大
たい

政
せい

奉
ほう

還
かん

の建
けん

白
ぱく

書を幕府へ提出し，これをうけいれた慶喜は，

1867年10月14日，大政奉還を朝廷に申し出た。

倒幕運動の展開

1839〜67

1

1835〜67 1838〜67

1830〜78

1827〜77

徳川慶喜と
大政奉還

1852〜1912

1825〜83

2

3

1838〜97

5

10

15

20

【坂
さか
本
もと
龍
りょう
馬
ま
】（1835年～1867年）　1865年，龍馬

は幼なじみの池
いけ

内
く

蔵
ら

太
た

と会い，「もうつまら
ぬ戦

いくさ

はおこすまい，つまらぬ事にて死ぬまい」
と固く約束した。池は尊王攘夷の脱藩志士で，
多くの土佐藩出身者が禁門の変などで戦死す
るなか，命を長らえてきた。龍馬は長崎に設
立した貿易商社の亀

かめ

山
やま

社
しゃ

中
ちゅう

（のちの海
かい

援
えん

隊
たい

）に
池を引きこみ，海軍の修業をさせた。海援隊
は，幕末の政争で早死にしていく有能な人材
を生かすことに目的があった。龍馬は維新後
の日本をみることなく暗殺されたが，袴

はかま

に洋
靴を履

は

き遠くを見るこの写真は，やがて到来
する新しい時代を見すえるかのようである。

人
物
歴
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館
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隊が結成され，武士が武力を
独占する江戸時代の体制がく
ずれていくことになった。

3天皇のもとに，諸大名から
選ばれた議員からなる上院と，
各藩からの人材を登用した下
院とを組織し，開国和親，富

ふ

国
こく

強
きょう

兵
へい

を方針とした統一政権
をつくろうとした。
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と将軍家茂の
婚
こん

姻
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を進めたことの責任を問
われ，尊
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攘
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派公家によって朝
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など諸隊の活躍によって，1865（慶
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応
おう

元）

年はじめには，藩内の実権をにぎり，幕府へ対抗する意思をしめした。

　幕府はふたたび長州征
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討
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闘をまじえた薩
さつ

摩
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と

佐
さ

藩

の坂
さか

本
もと

龍
りょう

馬
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郎
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盟
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約
やく
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利
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通
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将軍家
いえ
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もち
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さい

郷
ごう

隆
たか

盛
もり

らが主導権をにぎっていた薩摩藩は出兵を拒否し，将軍家
いえ

茂
もち

の死去もあって，幕府軍は敗れた（第 2次長州征討）。

 1866（慶応 2）年 7月，将軍家茂のあとをうけて，

京都で政治的に主導権を握っていた一
ひとつ

橋
ばし

慶
よし

喜
のぶ

が15

代将軍となった。徳川慶喜は，フランスの援助をうけ幕府体制の再強

化にのりだした。同年末，孝
こう

明
めい

天皇が没し，年少の明治天皇が即位し

た。それまでの政争で罪を得ていた親
しん

王
のう

や公
く

卿
ぎょう

が許され，岩
いわ

倉
くら

具
とも

視
み

ら

は政治活動を再開した。西郷や大久保らは，岩倉らと通じて倒幕計画

を進めていった。1867年 5月，朝
ちょう

廷
てい

は兵庫開港を許可し，1858（安
あん

政
せい

5）

年以来の政治の一つの争点は解決した。

　慶喜と薩長倒幕派とのせめぎあいは，1867年なかば以降，緊
きん

迫
ぱく

の度

を増していった。こうしたなか，土佐・越
えち

前
ぜん

両藩は，政治の実権を天

皇のもとに開かれる諸
しょ

侯
こう

会議に移すという構想を提案した（公
こう

議
ぎ

政
せい

体
たい

論）。この構想の背後には，土佐藩士後
ご

藤
とう

象
しょう

二
じ

郎
ろう

と坂本龍馬がいた。

土佐藩は大
たい

政
せい

奉
ほう

還
かん

の建
けん

白
ぱく

書を幕府へ提出し，これをうけいれた慶喜は，

1867年10月14日，大政奉還を朝廷に申し出た。

倒幕運動の展開

1839〜67
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【坂
さか
本
もと
龍
りょう
馬
ま
】（1835年～1867年）　1865年，龍馬

は幼なじみの池
いけ

内
く

蔵
ら

太
た

と会い，「もうつまら
ぬ戦

いくさ

はおこすまい，つまらぬ事にて死ぬまい」
と固く約束した。池は尊王攘夷の脱藩志士で，
多くの土佐藩出身者が禁門の変などで戦死す
るなか，命を長らえてきた。龍馬は長崎に設
立した貿易商社の亀

かめ

山
やま

社
しゃ

中
ちゅう

（のちの海
かい

援
えん

隊
たい

）に
池を引きこみ，海軍の修業をさせた。海援隊
は，幕末の政争で早死にしていく有能な人材
を生かすことに目的があった。龍馬は維新後
の日本をみることなく暗殺されたが，袴

はかま

に洋
靴を履

は

き遠くを見るこの写真は，やがて到来
する新しい時代を見すえるかのようである。

人
物
歴
史
館
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大政奉還と
王政復古

　幕末の政治対立を，そ
れぞれがめざした社会の
姿や庶

しょ

民
みん

の動きから考え
よう。
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ふ

国
こく

強
きょう

兵
へい

を方針とした統一政権
をつくろうとした。
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慶喜。
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かずの

宮
みや

と将軍家茂の
婚
こん

姻
いん

を進めたことの責任を問
われ，尊

そん

攘
じょう

派公家によって朝
廷を追われたが，しだいに薩
摩藩や坂本龍馬などと接触を
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長
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きょう

順
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杉
すぎ
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作
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らは下
しもの

関
せき
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隊
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【大政奉還】

 1858. 6 日米修好通商条約
 . 9 安政の大獄（～ 59）
 1860. 3 桜田門外の変
 1861. 10 和宮，江戸に下る
 1862. 1 坂下門外の変
 . 8 生麦事件
 1863. 5 長州藩，外国船砲撃
 . 7 薩英戦争
 . 8 八月十八日の政変
 1864.  6 池田屋事件
 . 7 禁門の変
 . 7 第 1次長州征討（～ .12）
 . 8 四国艦隊下関砲撃事件
 1865. 4 第 2 次長州征討発令
 . 10 条約勅許
 1866. 1 薩長盟約
 . 5 改税約書
 . 6 第 2 次長州征討（～ . 8）
 1867. 5 兵庫開港勅許
   （12月開港）
 . 8 「ええじゃないか」発生
 . 10 大政奉還
 . 12 王政復古の大号令
 1868. 1 鳥羽・伏見の戦い
   （戊辰戦争）

【幕末の動き】

 慶喜が大政奉

還を申し出た

その日，薩長両藩は「討幕の密
みっ

勅
ちょく

」

を朝廷から得た。しかし，朝廷が

慶喜の大政奉還を許したため，武

力による倒幕の口実はうすらいだ。

政権のゆくすえが混迷するなか，

1867（慶応 3）年12月 9日，とつぜ

ん薩摩・土佐・越前などの藩兵が

京都御
ご

所
しょ

を包囲したうえで，岩倉

具視らが朝廷の実権をにぎって，王政復古の大号令を発した。

　将軍職や摂
せっ

政
しょう

・関
かん

白
ぱく

を廃止し，天皇のもとに総
そう

裁
さい

（皇族），議
ぎ

定
じょう

（公
く

家
げ

・ 

諸侯），参
さん

与
よ

（公家・藩士など）の三職をおき，新政府がつくられた。

この夜の小
こ

御
ご

所
しょ

会議で新政府は，慶喜に朝廷の官職（内大臣）の辞任と

幕府領の返上を命じた。しかし，これに会
あい

津
づ

藩など幕府側は強く反発

し，1868（明治元）年 1月 3日，京都郊外で戦闘がはじまった（鳥
と

羽
ば

・

伏
ふし

見
み

の戦い）。戦いは薩長側に有利に展開し，慶喜は江戸にのがれた。

慶喜追討の命令が発せられ，多くの大名は新政府側につき，追討軍に

動員された。また軍事費300万両は，京
けい

坂
はん

などの豪
ごう

商
しょう

から調達された。

王政復古と
鳥羽・伏見の戦い

1866（慶応 2）

年は，江戸時代でもっとも百姓一
いっ

揆
き

・打ちこわ

しの多かった年である。この一揆・打ちこわし

を生みだした社会状況は，「世直し」とよばれた。

年
ねん

貢
ぐ

や開港後に重くなったさまざまな負担の軽

減を求め，戦争や貿易により物価が高
こう

騰
とう

するな

かで，大規模な民衆の反乱が全国各地に起きた。

　また，1867年夏から冬にかけて，「ええじゃ

ないか」といわれた動きが，東海道一帯から京

都・近畿，さらに江戸などへも広がっていった。

人々は「ええじゃないか」というさけび声をあげ，

日ごろの不満やうっぷんを集団での乱
らん

舞
ぶ

のなか

で発散した。そこには「世直し」への強い願望が

みられた。大
たい

政
せい

奉
ほう

還
かん

・王政復古はこうした「世

直し」を求める動きを背景に進行していった。

「世直し」と「ええじゃないか」

5

10

15

【ええじゃないか】　民衆は，新しい世のなかを期待して，
「ええじゃないか」に熱狂した。
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身分制度の解体

　新しい諸制度のしくみ
について，身分制度の解
体とかかわらせて考えよ
う。

1これは「解放令」ともいわれ，
天皇の恩

おん

恵
けい

による改革とされ
た。江戸時代中期以降，被差
別部落の人々はしだいに経済
的な力を持ち，さらに身分解
放にむけた動きをおこなって
きた。

【四民平等】　「天地の秤
はかり

にか
けて人民に上下の別なき図」
と，四民平等を主張している。

総人口
3313.2万人

平民　3100万人

華族　 0.3万人
士族 183.6万人

僧尼  21.7万人
旧神官  7.6万人

【明治初年の人口比】

 版
はん

籍
せき

奉
ほう

還
かん

後，身分制度は大きく変化していった。

公
く

家
げ

や大名は華
か

族
ぞく

となり，それまで複雑な階層に

わかれていた武士は士
し

族
ぞく

と卒
そつ

にわけられた。百
ひゃく

姓
しょう

と町人は平
へい

民
みん

とされ，

苗
みょう

字
じ

を名のることを許された。また，1871（明治 4）年には，それまで

身分外の身分とされていたえた・非
ひ

人
にん

の称を廃止し，身分・職業とも

に平民同様だという布
ふ

告
こく

を出した（賤
せん

称
しょう

廃
はい

止
し

令
れい

）。

　これまでの士
し

農
のう

工
こう

商
しょう

と総称された身分制度は，華族・士族・平民に

整理され，それぞれのあいだでの婚
こん

姻
いん

や，職業や住居の自由が認めら

れた。そして，身分ごとに作成されていた江戸時代の宗
しゅう

門
もん

人
にん

別
べつ

帳
ちょう

にか

わって，1871年，居住地別に人民を登録する戸
こ

籍
せき

法が制定された。翌

年には，はじめての全国統一の戸籍が完成した（壬
じん

申
しん

戸籍）。

　こうした身分制度の改革は，「四
し

民
みん

平
びょう

等
どう

」とよばれた。しかし，差別

意識は人々のあいだに根強く残り，「解放令」反対の一
いっ

揆
き

さえ起こった。

「四民平等」は天皇という君主のもとで，「一君万民」の理念のもとで唱

えられていった。しかし，やがて華族の特権が保障され，新しい身分

制がつくられていった。

 官僚制とともに，新政府の常備軍も整備されてい

った。それまでの諸藩の軍事力を解体し，新たに

庶
しょ

民
みん

から徴
ちょう

募
ぼ

した兵士による洋式装備を持った軍隊をつくる構想が，

長
ちょう

州
しゅう

藩出身の大
おお

村
むら

益
ます

次
じ

郎
ろう

や，ヨーロッパ視察から帰国した奇
き

兵
へい

隊
たい

出身

の山
やま

県
がた
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朋
とも

のもとでつくられた。
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利
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通
みち
】（1830年～1878年）　 1年半におよぶ

米欧回覧から帰国した大久保は，留守政府との対立
をのりきったが，西

さい

郷
ごう

隆
たか

盛
もり

や江
え

藤
とう

新
しん

平
ぺい

ら数人の参
さん

議
ぎ

が政府を去った。大久保は内務省を設立して国内産
業の育成と治安維持に力を入れる体制をつくった。
他方，大久保ら政府の朝鮮政策に不満を抱いた士族
たちは，家禄制度改革の実施や廃

はい

刀
とう

令
れい

に反発して，
つぎつぎと反乱を起こした。最初の士族反乱は前参議江藤新平らによって起
こされたが，すぐに反乱は鎮

ちん

圧
あつ

され，佐賀にのりこんだ大久保は事件の処理
にあたった。江藤らに死刑が言い渡された日，大久保は日記に「江藤醜

しゅう

体
たい

，笑
しょう

止
し

ナリ」と記した。大久保の目には，同じく死刑を言い渡された江藤の同志
たちに比べ，江藤の態度は潔さに欠けていたようにみえたのである。
　これより先，台湾出兵のために蕃

ばん

地
ち

事務局が東京に設置され，西郷隆盛の
弟の西郷従

つぐ

道
みち

が征
せい

討
とう

軍の司令官に任命されていた。佐賀から帰京した大久保
は，台湾問題に対処しなければならなかった。西郷従道は多くの鹿児島県士
族を率い，政府の制止をふりきって兵を台湾に進めたため，大久保は北

ペ

京
キン

に
のりこんで，派兵と台湾の領有問題を交渉することになった。
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う。
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姓
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人（工・商）の四民平等を主張
している。
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事務局が東京に設置され，西郷隆盛の
弟の西郷従

つぐ

道
みち

が征
せい

討
とう

軍の司令官に任命されていた。佐賀から帰京した大久保
は，台湾問題に対処しなければならなかった。西郷従道は多くの鹿児島県士
族を率い，政府の制止をふりきって兵を台湾に進めたため，大久保は北

ペ

京
キン

に
のりこんで，派兵と台湾の領有問題を交渉することになった。

（→p.50）
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自由民権運動と
政府の対応

　国会が開設されるまで
の道のりを自由民権運動
と政府の対応から考えよ
う。

1おもな合意内容は，元
げん

老
ろう

院
いん

（立法上の諮
し

問
もん

機関），大
だい

審
しん

院
いん

の設置，地方官会議の開催な
どであった。

【板垣退助の遭
そう

難
なん

】　1882
年，自由民権・国会開設の
講演で岐

ぎ

阜
ふ

を訪れていた
板垣退助が暴漢に襲われ
る事件が起きた。このの
ち「板垣死すとも自由は死
せず」という言葉が広まっ
た。

 明治六年の政変後，参
さん

議
ぎ

を辞した板
いた

垣
がき

退
たい

助
すけ

，江
え

藤
とう

新
しん

平
ぺい

，副
そえ

島
じま

種
たね

臣
おみ

と後
ご

藤
とう

象
しょう

二
じ

郎
ろう

，由
ゆ

利
り

公
きみ

正
まさ

らは，1874

（明治 7）年，民
みん

撰
せん

議
ぎ

院
いん

設立の建
けん

白
ぱく

を政府に提出した。この年，板垣は 

片
かた

岡
おか

健
けん

吉
きち

らと土
と

佐
さ

に立
りっ

志
し

社
しゃ

をつくり，その後，各地にも政治的結社（政

社）がつくられた。翌年，これらの代表者が大阪に集まり，愛
あい

国
こく

社
しゃ

を

組織し，国会開設を求める自由民権運動は全国に広がっていった。

　この情勢をみた参議大
おお

久
く

保
ぼ

利
とし

通
みち

は，1875年木
き

戸
ど

孝
たか

允
よし

や板垣と会い，

漸
ぜん

進
しん

的立憲主義をとることに意見をまとめて，二人を参議に復帰させ

た（大阪会議）。政府は，その年「漸
ぜん

次
じ

ニ国家立憲ノ政
せい

体
たい

」をつくるとい

う詔
みことのり

を出す一方，讒
ざん

謗
ぼう

律
りつ

・新聞紙条例を公布し，また出版条例を改正

して，政府批判の言論を封じこめようとした。

 西南戦争が終わった翌1878（明治11）年，板垣退助

らは愛国社を再興した。愛国社は1880年，国会の

開設をめざして国会期成同盟を結成した。これに対して，政府は集会

条例を公布し，結社・集会を警察の認可制にして取り締まりを強化し

た。政府は1878年に三新法（郡区町村編制法・府県会規則・地方税規則）

を制定し，全国統一的な地方制度をはじめて導入した。これをうけて

豪農層は政社を結成し，府県会などの地方議会で活動する一方，国会

開設運動を展開した。

　このようななか，憲法私案が民間でつくられ，私
し

擬
ぎ

憲法とよばれた。

交
こう

詢
じゅん

社
しゃ

による「私擬憲法案」は，議院内閣制，二院制，制限選挙などイ

ギリス流の立憲主義を基調としていた。私擬憲法の多くはこうした穏
おん

健
けん

な内容のものであったが，立志社の「日本憲法見込案」は主権在民や

自由民権運動の
はじまり

（→p.50）
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【琉球分島交渉】　日本の琉球
処分に反発した清に調停を依
頼されたアメリカ前大統領グ
ラントは，沖縄分島案を提案
した。日本は，宮古・八

や

重
え

山
やま

の先
さき

島
しま

諸島を清にゆずるかわ
りに，西欧なみの条約・権利
を認めよと提案した。清は琉
球王国の再興をふくむ琉球諸
島の三分案を主張したが，清
側にも異論が生じ，結局は廃
案となった。

朝貢・冊封関係 薩摩藩が支配さくほう

鹿児島県に編入
1871

1872琉球藩を設置
国王尚泰を藩王に
外交権を接収

1875
清との関係断絶を命令

清との関係存続を嘆願
1876

裁判権，警察権を接収

朝貢・冊封関係

1878
琉球の清への朝貢禁止，
日本の「属地」化に抗議 1879琉球処分

沖縄県を設置
首里城を接収
藩王尚泰の上京

1880
琉球分割に関する
条約案を提議

琉球の廃藩置県に抗議

調印回避

清
日

　
本

琉
球
王
国

琉
球
藩

沖
縄
県

先島諸島

沖縄諸島

奄美諸島

奄美大島

与論島

沖縄島
慶良間列島

宮古島石垣島

西表島与那国島

徳之島
沖永良部島

伊平屋島

日本領

琉球王国

清領

清領

日本領

日本の案

清の案

0 100km

【琉球処分】

2東シナ海の尖
せん

閣
かく

諸島は1895
年に沖縄県に，日本海の竹

たけ

島
しま

は1905年に島根県に，それぞ
れ編入された。

 琉
りゅう

球
きゅう

諸島の人々は，長いあいだ中国や日本など周

辺の国家や集団と交流しながら，独自の社会を形

成してきた。江戸時代には，琉球は事実上，薩
さつ

摩
ま

藩に支配されたが，

他方では，清に朝
ちょう

貢
こう

し，貿易によって王国を支えていた。しかし，ア

ヘン戦争後，東アジアの情勢が変化していくにつれて，琉球にも列強

の勢力が接触するようになった。

　明治政府は，1871（明治 4）年の廃
はい

藩
はん

置
ち

県
けん

で琉球を鹿児島県に編入し

た。翌年には琉球藩を設置し，最後の国王尚
しょう

泰
たい

を藩王とし，華
か

族
ぞく

に列

した。1874年には内務省の管轄下におき，翌年には，清との関係を断

つことを要求した。藩王府は，従来どおりの日清両属関係を希望した

が，日本政府は1879年 3月，軍隊・警察の圧力のもとに琉球藩を廃止

し，沖縄県の設置を一方的に決定し，尚泰に東京居住を命じた（琉球

処分）。しかし琉球には，琉球を領域内に編入しようという明治政府

の動きに反対して，清との関係を維持しようという勢力もあった。

 北海道や沖縄以外でも，日本の領土が画定されは

じめていた。19世紀に太平洋で捕
ほ

鯨
げい

業がさかんに

なると，父
ちち

島
じま

・母
はは

島
じま

・聟
むこ

島
じま

・硫
い

黄
おう

島
とう

の四つの列島からなる小
お

笠
がさ

原
わら

諸島

は，寄港地として注目されるようになった。1830（天
てん

保
ぽう

元）年には父島

に欧米人やハワイ人が入植し，ペリーも1853年（嘉
か

永
えい

6）年来航し，父

島に石炭補給基地を確保した。幕府は1861（文
ぶん

久
きゅう

元）年小笠原諸島の領

有を宣言し，測量や日本人の入植もはじまった。1876（明治 9）年，政

府は日本による統治を各国に通告した。またこののち，日本列島周辺

の島々も領土に編入された。

琉球王国と日本

（→p.43）

1843〜1901

明治初期の
国境画定

（→p.37）
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ぞく

に列

した。1874年には内務省の管轄下におき，翌年には，清との関係を断

つことを要求した。藩王府は，従来どおりの日清両属関係を希望した
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ほ

鯨
げい

業がさかんに

なると，父
ちち

島
じま

・母
はは

島
じま

・聟
むこ

島
じま

・硫
い

黄
おう

島
とう

の四つの列島からなる小
お

笠
がさ

原
わら

諸島

は，寄港地として注目されるようになった。1830（天
てん

保
ぽう

元）年には父島

に欧米人やハワイ人が入植し，ペリーも1853年（嘉
か

永
えい

6）年来航し，父

島に石炭補給基地を確保した。幕府は1861（文
ぶん

久
きゅう

元）年小笠原諸島の領

有を宣言し，測量や日本人の入植もはじまった。1876（明治 9）年，政

府は日本による統治を各国に通告した。またこののち，日本列島周辺

の島々も領土に編入された。

琉球王国と日本

（→p.43）
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明治初期の
国境画定
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大日本帝国憲法
の制定

憲法の制定への道筋や
内容から，明治の日本の
立憲国家としての特徴を
考えよう。

1これと同時に，皇室に関す
る基本を定めた皇室典

てん

範
ぱん

が，
憲法とならぶ最高の成文法と
して制定された。

【憲法発布式典】　大日本帝国憲法
は天皇から黒田首相に手渡された。

【大日本帝国憲法】

 明治十四年の政変の結果，政府の内部でドイツ型

の君主権の強い憲法の制定が基本方針となった。

　伊
い

藤
とう

博
ひろ

文
ぶみ

は1882（明治15）年にヨーロッパに渡り，ベルリン大学のグ 

ナイストやウィーン大学のシュタインなどから憲法について学び，翌

年帰国した。帰国後の伊藤は，宮中に制
せい

度
ど

取
とり

調
しらべ

局
きょく

を設けて長官となり，

ドイツ人顧
こ

問
もん

ロエスレルらの助言をえながら，井
いの

上
うえ

毅
こわし

，伊
い

東
とう

巳
み

代
よ

治
じ

， 

金
かね

子
こ

堅
けん

太
た

郎
ろう

らと憲法の起草を進めた。

 政府は，憲法起草を進める一方で，立憲国家の基

盤となる制度をつくりだしていった。1884（明治

17）年に華
か

族
ぞく

令
れい

を制定して，旧大名や旧公
く

家
げ

，維新以来の功労者に世
せ

襲
しゅう

の爵
しゃく

位
い

を与えて華族とし，皇室の守護者としての役割を担わせた。

　1885年には太
だ

政
じょう

官
かん

制を廃止し，内閣総理大臣（首相）と各省の長官で

ある国務大臣とによって構成される内閣制度を導入した。初代の総理

大臣には伊藤博文が就任した。さらに，1888年に市制・町村制，1890

年に府県制・郡制を制定し，中央集権的な地方制度を確立した。そこ

では，住民の自治が制限されたばかりか，納税額による制限選挙が導

入された結果，地主などが地方政治を支配することになった。

 1888（明治21）年，天皇の最高諮
し

問
もん

機関として枢
すう

密
みつ

院
いん

が設置され，天皇が出席して憲法草案が審議さ

れた。翌年 2月11日，天皇が定める欽
きん

定
てい

憲法として，大
だい

日
にっ

本
ぽん

帝
てい

国
こく

憲
けん

法
ぽう

が

発布された。この憲法において，天皇は神聖不可侵の存在とされ，元

首としてすべての統治権を有した。また，軍隊の統
とう

帥
すい

権など，多くの

天皇大
たい

権
けん

が明記された。ただし，天皇がみずから政治をおこなう親政

憲法の起草 （→p.57）
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天
皇
ノ
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リ
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判
所
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ヲ
行
フ

　
　
　

　ベ
ル
ツ
の
日
記

　二
月
九
日

　東
京
全
市
は
十
一

日
の
憲
法
発
布
を
ひ
か
え
て
そ
の

準
備
の
た
め
に
、言
語
に
絶
し
た
騒

ぎ
を
演
じ
て
い
る
。
い
た
る
と
こ

ろ
奉ほ
う

祝し
ゅ
く

門
、
照
明
、
行
列
の
計
画
。

だ
が
滑こ
っ

稽け
ん

な
こ
と
に
は
だ
れ
も
憲

法
の
内
容
を
ご
存
じ
な
い
の
だ
。

　ベルツは医師で，お雇い外国
人として日本に滞在中だった。
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17歳の肖像

　1907（明治40）年，17歳の青
あお

山
やま

菊
きく

栄
え

は東京府立第二

高等女学校を卒業した。しかし，菊栄は卒業後の

進路に迷っていた。

　当時，女性の進学率は男性に比べて低かった。

義務教育である小学校卒業後の女性の進学先とし

ては高等小学校や高等女学校があり，高等女学校

修了後の進路としては，教員を養成する女子高等

師範学校や，日本女子大学校（現在の日本女子大学

の前身），女
じょ

子
し

英
えい

学
がく

塾
じゅく

（現在の津
つ

田
だ

塾
じゅく

大学の前身）な

どの学校があったが，それらに通うものは少数だ

った。中学校，高等学校，帝国大学などはいずれ

も男性のみが入学を許されていた（1905年当時，中

学校に通う男子生徒が約10万5000人に対し，高等

女学校の生徒数は約3万2000人だった）。

　そうした時代に，菊栄の家庭は教育に熱心であ

った。青山家は水
み

戸
と

藩に仕えた学者の家で，菊栄

の母である青山千
ち

世
せ

は東京女子師範学校（現在のお

茶の水女子大学の前身）の第一期生であった。菊栄

の姉は，菊栄と同様に高等女学校を卒業後，女子

英学塾で学んでいた。

　しかし，菊栄は女学校の教育に満足していなか

った。高等女学校では，「賢母良妻というお念
ねん

仏
ぶつ

を

胸がわるくなるほどきかせました」と菊栄は回想し

ている。女性は良き母，良き妻として家庭に入る

べきだという考えに基づいた教育がなされていた

のである。菊栄はそうした考え方には「高い理想」

「明るい希望」を感じることができなかった。

　なるべく早く自分の力で生活する能力を身につ

けたいと考えた菊栄は，2年間で国語・漢文の教師

の資格をとることを計画し，国語教育を専門とす

る私立学校に通うことを選択した。ところが，活

気のないこの学校の教育にも菊栄は失望してしま

う。菊栄は学校へ通うかたわら，「閨秀文学会」とい

う女性のための文学講習会に参加し，ここで，の

ちに女性解放運動の指導者となる平
ひら

塚
つか

らいてふと

知りあう。

　結局，菊栄は翌1908年に女子英学塾に入学し，

在学中に労働問題や女性参政権運動への関心を深

めた。女子英学塾を卒業後の菊栄は，英語の翻
ほん

訳
やく

の仕事のかたわら，社会主義運動に参加し，1916

年には社会主義運動のリーダーである山
やま

川
かわ

均
ひとし

と結

婚した。

　菊栄は戦前，日本の女性解放運動のなかで，社

会主義の立場に立つ運動家として，平塚や与
よ

謝
さ

野
の

晶
あき

子
こ

と論争するなど，旺
おう

盛
せい

な言論活動を展開した。

太平洋戦争後の1948年には，初代の労働省婦人少

年局長に就任し，女性の地位向上につとめた。

■参考文献
山川菊栄『おんな二代の記』（岩波文庫，2014年）
文部省『学制百年史』（帝国地方行政学会，1972年）
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女性の解放をめざして ■「賢母良妻」ではなく

【青山一家】　後列左が菊栄，右は兄。前列左から姉，母，妹。 【山川菊栄】　
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太平洋戦争後の1948年には，初代の労働省婦人少

年局長に就任し，女性の地位向上につとめた。

■参考文献
山川菊栄『おんな二代の記』（岩波文庫，2014年）
文部省『学制百年史』（帝国地方行政学会，1972年）
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説があり，中国政府は30万人
以上を主張している。この事
件は南京大虐殺ともいわれ，
当時，日本国民に知らされな
かったが，戦後の極

きょく

東
とう

国際軍
事裁判できびしく追及された。

【日中戦争】

【ノモンハンで砲
撃する日本軍】
（1939年 6月）

【激しい市街戦で
がれきとなった
町】（1937年 8月，
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から重
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カ・イギリス・ソ連の援助をうけて抗戦を続けたため，日中両国が総

力をあげて戦う長期戦となった。

　いっぽう，関東軍は，1939年，ソ連と満
まん

蒙
もう

国境のノモンハンで紛争

を引き起こし，ソ連の機械化部隊に惨
ざん

敗
ぱい

した（ノモンハン事件）。

 中国戦線の拡大をめざす軍部に影響された近衛内

閣は，1938（昭和13）年 1月，今後は蔣介石の国民

政府を交渉の「対
あい

手
て

」としないという声明を発表し，和平交渉の道をみ

ずから閉ざしてしまった。

　日本軍は，多くの重要都市を占領したが，軍の支配は占領地の都市

と鉄道沿線にかぎられ，戦争は泥沼化していった。日本軍は，一般市

民の戦意をなくそうとして，1938年，重慶に対する無差別爆撃を開始

し， 5年あまりつづけた。日本は，国民政府の幹部で親日派の汪
おう

兆
ちょう

銘
めい

を重慶から脱出させ，1940年，南京に新国民政府をつくった。
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東アジアの再編
と人々

　戦後の東アジアの再編
のなかの混乱を，人々の
移動や残留から考えよう。
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【アジア諸国の独立】（1960年
代まで）

【中華人民共和国樹立を宣言
する毛沢東】（1949年）

 カイロ宣言，ポツダム宣言にしたがい，日本の主

権のおよぶ範囲は本州，北海道，九州および四国

と，連合国が決定する島々に限定された。こうして，東アジアに広が

った植民地支配が終わった。日本は，アメリカ軍を主力とする連合国

軍によって占領され，満
まん

州
しゅう

と台湾は中国に返還された。朝鮮は独立を

前提として，北緯38度線以北はソ連，以南はアメリカの管理下におか

れた。沖縄，奄
あま

美
み

諸島，小
お

笠
がさ

原
わら

諸島はアメリカ軍が占領し，千
ち

島
しま

列島

と南樺
から

太
ふと

はソ連が占領した。

 日本の降伏後，東アジアや東南アジアの諸地域で

独立をめざす運動は勢いを増したが，時を同じく

してはじまった冷戦の影響をうけた。

　アメリカとソ連が二分して管理した朝鮮半島では，統一政権の樹立

がめざされたものの，1948年（昭和23）年，大
だい

韓
かん

民
みん

国
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（韓国）と朝
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鮮
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民
みん

主
しゅ

主
しゅ

義
ぎ

人
じん

民
みん

共
きょう

和
わ

国
こく

（北朝鮮）にわかれて独立した。

　インドシナでは，抗日運動組織を中心に1945年にベトナム民主共和

国が成立したが，旧宗
そう

主
しゅ

国のフランスが介
かい

入
にゅう

してインドシナ戦争とな

り，1955年，南部に分断国家がつくられた。日本の降伏直後に独立を

宣言したインドネシアでも，

旧宗主国のオランダが介入

し， 4年間戦闘が続いた。

　中国では，国民党と共産

党の内戦が再開され，蔣
しょう

介
かい

 

石
せき

がひきいる国民党は敗れ

て台湾にのがれ，人民解放

軍（共産軍）が中国本土を平

定した。1949年10月，北
ペ

京
キン

を首都に中華人民共和国が

樹立され，毛
もう

沢
たく

東
とう

が主席と

なった。戦後の東アジア政

策の柱として国民党政権を

位置づけていたアメリカは，

政策の変更をせまられるこ

ととなった。
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冷戦下の講和

　日本の独立について，
冷戦下の国際的背景とそ
の後の近隣諸国との外交
への影響について考えよ
う。

高度経済成長の時代22

【公害マスクをつけて登
下校する小学生】

【石油化学コンビナート】（三重県四日市市）

1インド，ビルマ，ユーゴス
ラビアは招請されても会議に
出席せず，ソ連，ポーランド，
チェコスロバキアは出席した
が調印を拒否した。また中国
（大陸，台湾の両政権とも）や
朝鮮（韓国，北朝鮮とも）など
近隣諸国は会議に招請すらさ
れなかった。

2奄美諸島は1953年に日本に
返還された。

 中華人民共和国の成立と朝鮮戦争という新しい情

勢のなかで，アメリカは，日本の占領を終えて日

本を西側陣営の有力な一員とするようつとめた。アメリカの講和案は，

こうして西側陣営との講和（片
かた

面
めん

講和）と，アメリカ軍の日本への駐
ちゅう

留
りゅう

継続が柱になった。いっぽう国内では，東側陣営をふくめた講和（全

面講和）を求める声が強まった。東側諸国やアジア諸国のなかからも，

アメリカの講和案への批判があらわれた。しかし，第 3次吉
よし

田
だ

茂
しげる

内閣

は，西側陣営のみとの講和で早期に独立を回復する道を選んだ。

　1951（昭和26）年 9月，サンフランシスコ講和会議が開かれ，日本は，

48か国とのあいだで平和条約に調印した（サンフランシスコ平和条約）。

同じ日に，アメリカ軍の駐留を認める日米安全保障条約（安
あん

保
ぽ

条約）が

調印された。翌1952年に日米行政協定が結ばれ，日本はアメリカ軍駐

留費用を負担することになった。

 1952（昭和27）年にサンフランシスコ平和条約が発

効すると，日本は独立を回復するとともに，朝鮮

の独立を承認し，台湾，南樺
から

太
ふと

，千
ち

島
しま

列島を放
ほう

棄
き

した。奄
あま

美
み

諸島，琉
りゅう

球
きゅう

諸島（沖縄），小
お

笠
がさ

原
わら

諸島はアメリカの施政権下におかれた。

　沖縄のアメリカ軍は，住民から強制的に土地を接収していたが，さ

らに，1953年に土地収用令を公布して新たな土地接収を進め，基地の

恒久化をはかって住民と対立した。アメリカ議会（下院）は1956年，こ

うした沖縄住民の要求を認めない内容のプライス勧
かん

告
こく

を公表した。住

民の抵抗運動は高まって，祖国復帰運動へのはずみとなった。
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　日本の独立について，
冷戦下の国際的背景とそ
の後の近隣諸国との外交
への影響について考えよ
う。

高度経済成長の時代22

【公害マスクをつけて登
下校する小学生】

【石油化学コンビナート】（三重県四日市市）

1インド，ビルマ，ユーゴス
ラビアは招請されても会議に
出席せず，ソ連，ポーランド，
チェコスロバキアは出席した
が調印を拒否した。また中国
（大陸，台湾の両政権とも）や
朝鮮（韓国，北朝鮮とも）など
近隣諸国は会議に招請すらさ
れなかった。

2奄美群島は1953年に日本に
返還された。

 中華人民共和国の成立と朝鮮戦争という新しい情

勢のなかで，アメリカは，日本の占領を終えて日

本を西側陣営の有力な一員とするようつとめた。アメリカの講和案は，

こうして西側陣営との講和（片
かた

面
めん

講和）と，アメリカ軍の日本への駐
ちゅう

留
りゅう

継続が柱になった。いっぽう国内では，東側陣営をふくめた講和（全

面講和）を求める声が強まった。東側諸国やアジア諸国のなかからも，

アメリカの講和案への批判があらわれた。しかし，第 3次吉
よし

田
だ

茂
しげる

内閣

は，西側陣営のみとの講和で早期に独立を回復する道を選んだ。

　1951（昭和26）年 9月，サンフランシスコ講和会議が開かれ，日本は，

48か国とのあいだで平和条約に調印した（サンフランシスコ平和条約）。

同じ日に，アメリカ軍の駐留を認める日米安全保障条約（安
あん

保
ぽ

条約）が

調印された。翌1952年に日米行政協定が結ばれ，日本はアメリカ軍駐

留費用を負担することになった。

 1952（昭和27）年にサンフランシスコ平和条約が発

効すると，日本は独立を回復するとともに，朝鮮

の独立を承認し，台湾，南樺
から

太
ふと

，千
ち

島
しま

列島を放
ほう

棄
き

した。奄
あま

美
み

群島，琉
りゅう

球
きゅう

諸島（沖縄），小
お

笠
がさ

原
わら
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らに，1953年に土地収用令を公布して新たな土地接収を進め，基地の

恒久化をはかって住民と対立した。アメリカ議会（下院）は1956年，こ

うした沖縄住民の要求を認めない内容のプライス勧
かん

告
こく

を公表した。住

民の抵抗運動は高まって，祖国復帰運動へのはずみとなった。
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派遣先 派遣期間

カンボジア

モザンビーク

ゴラン高原
東ティモール

ハイチ
南スーダン

1992年9月
 ～93年9月

1993年5月
 ～95年1月

1996年2月～
2002年3月
 ～04年6月

2010年2月～
2012年1月～

【自衛隊の部隊が派遣された
PKO】　ベトナム戦争とも連
動しながら内戦が続いていた
カンボジアでは，1991年に和
平協定が成立し，翌年から国
連のPKOが実施された。のべ
約1200人の自衛隊員が派遣
され，40度をこえる猛暑のな
かで道路や橋の修理などをお
こなった。

12014年，第 2次安
あ

倍
べ

内閣は，
集団的自衛権の行使を限定的
に容認する憲法解釈の変更に
ふみきった。

【アメリカ同時多発テロ】　
2001年 9月11日，イスラム過
激派にハイジャックされた民
間航空機が，ニューヨークの
世界貿易センタービルやワシ
ントンD.C.の国防総省などに
突入し，約3000人の死者が出
た。

軍の撤
てっ

退
たい

の監
かん

視
し

に加え，文民警察や選挙･行政･人道支援などの任務も

担うようになった。日本は1992年，宮
みや

沢
ざわ

内閣が国際平和協力法を成立

させ，カンボジアでおこなわれたPKOに自衛隊の部隊をはじめて派

遣した。国連は，地域紛争などによって生みだされた難民を保護し，

支援する活動も実施している。

　東側陣営の崩壊などをうけて，経済の面でも世界の一体化（グロー

バル化）が進展した。1995年には自由貿易の一層の促
そく

進
しん

を目標として，

GATTにかわり世界貿易機関（WTO）が発足した。また，人権，環境，

平和など地球規模の課題が重要になり，NGO（非政府組織）の役割が

高まっている。

 冷戦が終わり，ソ連が解体し，世界規模で軍事力

を展開できる唯
ゆい

一
いつ

の超大国となったアメリカは，

しだいに国連を通じた国際協調よりも単独主義的な軍事行動にかたむ

いていった。それは，2001（平成13）年 9月11日にアメリカで発生した

イスラム過激派による同時多発テロを契機に強まり，ブッシュ政権は，

同年，アフガニスタンを攻撃した。2003年にはイラク戦争にふみきった。

　日本は1990年代後半に橋
はし

本
もと

内閣がアメリカとの同盟を強化し（安
あん

保
ぽ

再定義），新ガイドライン（日米防衛協力のための指針）を策定したが，

2001年に成立した小
こ

泉
いずみ

純
じゅん

一
いち

郎
ろう

内閣は，不安定な東アジア情勢を理由に

アメリカへの協力につとめ，アフガニスタン攻撃の際，自衛隊をイン

ド洋に派遣して補給支援活動をおこない，2004年には人道復興支援を

目的として自衛隊をイラクに派遣した。さらに，アメリカが攻撃をう

けた場合などに集団的自衛権を行使できるよう，憲法の改正や解釈を

変更する動きも強まった。

日本とアメリカの
同盟強化

1946〜　

（→p.192）

1

5
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15

20

【緒
お
方
がた
貞
さだ
子
こ
】（1927年～ ）　1976（昭

和51）年，学者から日本女性初の国連
公使に起用された緒方は，1990（平
成 2）年に国連難民高等弁務官に就
任した。その際，「日本は『人道大国』
としての地位をしめてほしい」と語
った。翌年，湾岸戦争後に大量の難

民となったイラクのクルド人のうけいれを，隣国のトルコが
拒否したため，従来の難民条約のルールをのりこえて，イラ
ク領内で救済することを決断する。こうした数々の経験をか
さねた緒方は，一人一人の人間の生命・生活・尊厳を守るこ
とを安全保障の課題とする「人間の安全保障」という考えを発
展させるうえで，大きな役割を果たした。

人
物
歴
史
館
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【自衛隊の部隊が派遣された
PKO】　ベトナム戦争とも連
動しながら内戦が続いていた
カンボジアでは，1991年に和
平協定が成立し，翌年から国
連のPKOが実施された。のべ
約1200人の自衛隊員が派遣
され，40度をこえる猛暑のな
かで道路や橋の修理などをお
こなった。

【アメリカ同時多発テロ】　
2001年 9月11日，イスラム過
激派にハイジャックされた民
間航空機が，ニューヨークの
世界貿易センタービルやワシ
ントンD.C.の国防総省などに
突入し，約3000人の死者が出
た。

派遣先 派遣期間

カンボジア

モザンビーク

ゴラン高原

東ティモール

ハイチ

南スーダン

1992年9月
 ～93年9月

1993年5月
 ～95年1月

1996年2月
 ～2013年1月
2002年3月
 ～04年6月

2010年2月
 ～13年2月
2012年1月
 ～17年5月

軍の撤
てっ

退
たい

の監
かん

視
し

に加え，文民警察や選挙･行政･人道支援などの任務も

担うようになった。日本は1992年，宮
みや

沢
ざわ

内閣が国際平和協力法を成立

させ，カンボジアでおこなわれたPKOに自衛隊の部隊をはじめて派

遣した。国連は，地域紛争などによって生みだされた難民を保護し，

支援する活動も実施している。

　東側陣営の崩壊などをうけて，経済の面でも世界の一体化（グロー

バル化）が進展した。1995年には自由貿易の一層の促
そく

進
しん

を目標として，

GATTにかわり世界貿易機関（WTO）が発足した。また，人権，環境，

平和など地球規模の課題が重要になり，NGO（非政府組織）の役割が

高まっている。

 冷戦が終わり，ソ連が解体し，世界規模で軍事力

を展開できる唯
ゆい

一
いつ

の超大国となったアメリカは，

しだいに国連を通じた国際協調よりも単独主義的な軍事行動にかたむ

いていった。それは，2001（平成13）年 9月11日にアメリカで発生した

イスラム過激派による同時多発テロを契機に強まり，ブッシュ政権は，

同年，アフガニスタンを攻撃した。2003年にはイラク戦争にふみきった。

　日本は1990年代後半に橋
はし

本
もと

内閣がアメリカとの同盟を強化し（安
あん

保
ぽ

再定義），新ガイドライン（日米防衛協力のための指針）を策定したが，

2001年に成立した小
こ

泉
いずみ

純
じゅん

一
いち

郎
ろう

内閣は，不安定な東アジア情勢を理由に

アメリカへの協力につとめ，アフガニスタン攻撃の際，自衛隊をイン

ド洋に派遣して補給支援活動をおこない，2004年には人道復興支援を

目的として自衛隊をイラクに派遣した。2014年，第 2次安
あ

倍
べ

内閣は，

集団的自衛権の行使を限定的に容認する憲法解釈の変更にふみきり，

その翌年，それに基づく安全保障関連法を成立させた。

日本とアメリカの
同盟強化

1946〜　

（→p.192）

（→p.193）
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【緒
お
方
がた
貞
さだ
子
こ
】（1927年～ ）　1976（昭

和51）年，学者から日本女性初の国連
公使に起用された緒方は，1990（平
成 2）年に国連難民高等弁務官に就
任した。その際，「日本は『人道大国』
としての地位をしめてほしい」と語
った。翌年，湾岸戦争後に大量の難

民となったイラクのクルド人のうけいれを，隣国のトルコが
拒否したため，従来の難民条約のルールをのりこえて，イラ
ク領内で救済することを決断する。こうした数々の経験をか
さねた緒方は，一人一人の人間の生命・生活・尊厳を守るこ
とを安全保障の課題とする「人間の安全保障」という考えを発
展させるうえで，大きな役割を果たした。

人
物
歴
史
館
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インド
パキスタン
バングラデシュ
スリランカ
東ティモール

カンボジア
ラオス
ミャンマー

ブルネイ
インドネシア
マレーシア
フィリピン
シンガポール
タイ
ベトナム

モンゴル
北朝鮮

アメリカ
カナダ
ロシア

日本
韓国
中国
オーストラリア
ニュージーランド
パプアニューギニア

メキシコ
チリ
ペルー

中国香港
チャイニーズ・タイペイ

EU

ASEAN地域フォーラム（ARF）

東南アジア諸国連合
（ASEAN）

アジア太平洋経済協力
（APEC）

【拉致被害者の帰国】　2002
年の日朝首脳会談で，北朝鮮
側は日本人を拉致した事実を
認め，日本側に謝罪した。こ
れをうけて， 5 人の日本人が
帰国を果たした。

2日本の「植民地支配と侵略」
への「痛切な反省」を表明した。

3ロシアとのあいだには北方
領土問題，韓国とのあいだに
は竹

たけしま

島問題がある。

東アジア情勢と
日本外交の変化

　日本の外交について，
アジア太平洋地域の経済
的な発展が与えた影響に
ついて考えよう。

【APEC】　世界全体のGDPの約 5 割，人口の約 4 割，貿易額
の約 4 割をしめている。

【アジア太平洋に
おける地域的枠組み】

（外交青書2013年版）

12016年，日本，アメリカ，
オーストラリアなど12か国に
よって，貿易や投資の自由化
を進める環太平洋経済連携協
定（TPP）が署名された。

 冷戦の終
しゅう

焉
えん

をうけて，地域統合が進んだ。1993（平

成 5）年，ヨーロッパ共同体（EC）は域内の市場統

合を完成させたうえで，ヨーロッパ連合（EU）に発展した。EUは，冷

戦の終結にともない民主化した東ヨーロッパに拡大するとともに，政

治統合も推進した。

　冷戦の終焉は，アジア太平洋にも大きな変化をもたらした。1991年，

韓国と北朝鮮が国連に同時加盟し，翌年には中国と韓国が国交を結ん

だ。また，1970年代以降，香
ホン

港
コン

やシンガポールとともに新興工業経済

地域群（NIES）とよばれるようになっていた韓国や台湾では，民主化

が進展した。こうしたなか，アジア太平洋においても，日本をふくむ

地域協力の枠
わく

組みがゆるやかながらつくられた。1989年，アジア太平

洋経済協力（APEC）が発足し，1994年には安全保障に関する対話と協

力の場としてアセアン地域フォーラム（ARF）が設けられた。

 他方で，冷戦後も東アジアには，中国と台湾，北

朝鮮と韓国といった冷戦にともなう分断状況が残

されている。中国では1989（平成元）年に軍隊によって民主化運動が鎮
ちん

圧
あつ

され（天
てん

安
あん

門
もん

事件），共産党の独裁体制が続いた。また，北朝鮮は核

兵器やミサイルの開発を進め，かつて日本人を拉
ら

致
ち

したことも明らか

になった。

　東アジアでは，冷戦下でおさえられていたナショナリズムの高まり

もみられる。それを一因として，首相の靖
やす

国
くに

神社への参拝，歴史教科

書の記述など，日本の戦争責任や歴史認識が争点となり，1995年の戦

後50年の首相談話やアジア女性基金の発足などの動きはあったものの，

依然として問題が残されている。近隣諸国とのあいだには，領土をめ

ぐる問題も存在している。

アジア太平洋地域
の発展

1

東アジア諸国と
日本

2

（→p.161コラム）
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タイ
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モンゴル
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アメリカ
カナダ
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日本
韓国
中国
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ニュージーランド
パプアニューギニア

メキシコ
チリ
ペルー

中国香港
チャイニーズ・タイペイ

EU

ASEAN地域フォーラム（ARF）

東南アジア諸国連合
（ASEAN）

アジア太平洋経済協力
（APEC）

【拉致被害者の帰国】　2002
年の日朝首脳会談で，北朝鮮
側は日本人を拉致した事実を
認め，日本側に謝罪した。こ
れをうけて， 5 人の日本人が
帰国を果たした。

2日本の「植民地支配と侵略」
への「痛切な反省」を表明した。

3ロシアとのあいだには北方
領土問題，韓国とのあいだに
は竹

たけしま

島問題がある。

東アジア情勢と
日本外交の変化

　日本の外交について，
アジア太平洋地域の経済
的な発展が与えた影響に
ついて考えよう。

【APEC】　世界全体のGDPの約 5 割，人口の約 4 割，貿易額
の約 4 割をしめている。

【アジア太平洋に
おける地域的枠組み】

（外務省資料）

1近年，ヨーロッパの地域統
合は難航し，2016年にはイギ
リスがEUからの脱退を国民
投票で決めた。

 冷戦の終
しゅう

焉
えん

をうけて，地域統合が進んだ。1993（平

成 5）年，ヨーロッパ共同体（EC）は域内の市場統

合を完成させたうえで，ヨーロッパ連合（EU）に発展した。EUは，冷

戦の終結にともない民主化した東ヨーロッパに拡大するとともに，政

治統合も推進した。

　冷戦の終焉は，アジア太平洋にも大きな変化をもたらした。1991年，

韓国と北朝鮮が国連に同時加盟し，翌年には中国と韓国が国交を結ん

だ。また，1970年代以降，香
ホン

港
コン

やシンガポールとともに新興工業経済

地域群（NIES）とよばれるようになっていた韓国や台湾では，民主化

が進展した。こうしたなか，アジア太平洋においても，日本をふくむ

地域協力の枠
わく

組みがゆるやかながらつくられた。1989年，アジア太平

洋経済協力（APEC）が発足し，1994年には安全保障に関する対話と協

力の場としてアセアン地域フォーラム（ARF）が設けられた。

 他方で，冷戦後も東アジアには，中国と台湾，北

朝鮮と韓国といった冷戦にともなう分断状況が残

されている。中国では1989（平成元）年に軍隊によって民主化運動が鎮
ちん

圧
あつ

され（天
てん

安
あん

門
もん

事件），共産党の独裁体制が続いた。また，北朝鮮は核

兵器やミサイルの開発を進め，かつて日本人を拉
ら

致
ち

したことも明らか

になった。

　東アジアでは，冷戦下でおさえられていたナショナリズムの高まり

もみられる。それを一因として，首相の靖
やす

国
くに

神社への参拝，歴史教科

書の記述など，日本の戦争責任や歴史認識が争点となり，1995年の戦

後50年の首相談話やアジア女性基金の発足などの動きはあったものの，

依然として問題が残されている。近隣諸国とのあいだには，領土をめ

ぐる問題も存在している。

アジア太平洋地域
の発展
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東アジア諸国と
日本
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（→p.161コラム）
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【昭和天皇の死去】　1989年，
昭和天皇が死去し，元号が平
成となった。テレビのCMや
番組などで自

じ

粛
しゅく

ムードが広が
り，昭和天皇に戦争責任があ
ると発言した長崎市長が銃撃
される事件も発生した。

1情報・出版企業のリクルー
トの関連の不動産会社のリク
ルートコスモスの未公開株が，
政治家などに譲渡された贈

ぞう

収
しゅう

賄
わい

事件。

55年体制の崩壊
と日本政治の
変化

　新しい世界の動きが，
国内の政治に与えた影響
について考えよう。

 自民党長期政権は政治家･官僚･業界の癒
ゆ

着
ちゃく

を生じ

させ，消費税を導入した竹
たけ

下
した

登
のぼる

内閣のもと，1988

（昭和63）年にリクルート事件が発覚すると，選挙制度改革を中心とす

る政治改革を求める声が高まった。その後，宇
う

野
の

宗
そう

佑
すけ

内閣，海
かい

部
ふ

俊
とし

樹
き

 

内閣，宮
みや

沢
ざわ

喜
き

一
いち

内閣と続いたが，社会党を支持する労働組合の総評の

解散と連合（日本労働組合総連合会）の結成，冷戦の終結による保守と

革新の対立の弱まりなどもあって，自民党を政権党，社会党を野党第

一党とする55年体制がゆらいでいった。

　1993（平成 5）年，自民党が分裂して，総選挙で過半数をわりこんだ

結果，共産党をのぞく非自民 8党派を与党とする細
ほそ

川
かわ

護
もり

熙
ひろ

内閣が発足

し，55年体制が崩壊した。細川内閣は翌年，政治改革を実現し，衆

議院の選挙制度を小選挙区比例代表並立制に改めたが，与党間の対立

などから退陣した。短期間の羽
は

田
た

孜
つとむ

内閣をへて，同年，社会党委員長

の村
むら

山
やま

富
とみ

市
いち

が首相に就任した。自民・社会両党を与党とする村山内閣

の成立は，55年体制の終
しゅう

焉
えん

を強く印象づけた。

 1996（平成 8）年，橋
はし

本
もと

龍
りゅう

太
た

郎
ろう

内閣が成立し，自民

党総裁を首相とする政権が復活した。しかし，55

年体制下とは異なり，自民党は長期の単独政権を組織する力を欠き， 

小
お

渕
ぶち

恵
けい

三
ぞう

内閣以降は公明党と連立を組んだ。また，1994年に新進党が

結成されるなど，小選挙区制を基調とする選挙制度のもとで，野党の

結集が進んだ。新進党解党後の1998年には民主党が結成され，紆
う

余
よ

曲
きょく

折
せつ

をへながらも，自民党・民主党の二大政党化がしだいに進展した。

　森
もり

喜
よし

朗
ろう

内閣につづいて2001年，小
こ

泉
いずみ

純
じゅん

一
いち

郎
ろう

内閣が発足した。小泉内

55年体制の崩壊
と政治改革

1924〜2000
1

1922〜98 1931〜　

1919〜2007

（→p.163）

1938〜　

1935〜　

1924〜　
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　衆議院議員総選挙は，1947（昭和
22）年以来，一つの選挙区から 3～
5人の議員を選出する中選挙区制
によって実施されてきた。この選
挙制度のもと，同一政党の候補者が
同じ選挙区で争わなければならな
いことが，利益誘導政治の原因だと
いう見方が強まり，一つの選挙区か
ら一人の議員を選ぶ小選挙区制を
基調とする，小選挙区比例代表並立
制が導入された。さらに，政治資金
規正法が改正されるとともに，政党
助成制度が設けられた。
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【細川政権発足】

【政治改革の合意書を交換
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自民党総裁】

1994年の政治改革

192　第 5 章  現代の世界と日本

【昭和天皇の死去】　1989年，
昭和天皇が死去し，元号が平
成となった。テレビのCMや
番組などで自

じ

粛
しゅく

ムードが広が
り，昭和天皇に戦争責任があ
ると発言した長崎市長が銃撃
される事件も発生した。

1情報・出版企業のリクルー
トの関連の不動産会社のリク
ルートコスモスの未公開株が，
政治家などに譲渡された贈

ぞう

収
しゅう

賄
わい

事件。

55年体制の崩壊
と日本政治の
変化

　新しい世界の動きが，
国内の政治に与えた影響
について考えよう。

 自民党長期政権は政治家･官僚･業界の癒
ゆ

着
ちゃく

を生じ

させ，消費税を導入した竹
たけ

下
した

登
のぼる

内閣のもと，1988

（昭和63）年にリクルート事件が発覚すると，選挙制度改革を中心とす

る政治改革を求める声が高まった。その後，宇
う

野
の

宗
そう

佑
すけ

内閣，海
かい

部
ふ

俊
とし

樹
き

 

内閣，宮
みや

沢
ざわ

喜
き

一
いち

内閣と続いたが，社会党を支持する労働組合の総評の

解散と連合（日本労働組合総連合会）の結成，冷戦の終結による保守と

革新の対立の弱まりなどもあって，自民党を政権党，社会党を野党第

一党とする55年体制がゆらいでいった。

　1993（平成 5）年，自民党が分裂して，総選挙で過半数をわりこんだ

結果，共産党をのぞく非自民 8党派を与党とする細
ほそ

川
かわ

護
もり

熙
ひろ

内閣が発足

し，55年体制が崩壊した。細川内閣は翌年，政治改革を実現し，衆

議院の選挙制度を小選挙区比例代表並立制に改めたが，与党間の対立

などから退陣した。短期間の羽
は

田
た

孜
つとむ

内閣をへて，同年，社会党委員長

の村
むら

山
やま

富
とみ

市
いち

が首相に就任した。自民・社会両党を与党とする村山内閣

の成立は，55年体制の終
しゅう

焉
えん

を強く印象づけた。

 1996（平成 8）年，橋
はし

本
もと

龍
りゅう

太
た

郎
ろう

内閣が成立し，自民

党総裁を首相とする政権が復活した。しかし，55

年体制下とは異なり，自民党は長期の単独政権を組織する力を欠き， 

小
お

渕
ぶち

恵
けい

三
ぞう

内閣以降は公明党と連立を組んだ。また，1994年に新進党が

結成されるなど，小選挙区制を基調とする選挙制度のもとで，野党の

結集が進んだ。新進党解党後の1998年には民主党が結成され，紆
う

余
よ

曲
きょく

折
せつ

をへながらも，自民党・民主党の二大政党化がしだいに進展した。

　森
もり

喜
よし

朗
ろう

内閣につづいて2001年，小
こ

泉
いずみ

純
じゅん

一
いち

郎
ろう

内閣が発足した。小泉内

55年体制の崩壊
と政治改革

1924〜2000
1

1922〜98 1931〜　

1919〜2007

（→p.163）
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政党政治の変容 1937〜2006
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1937〜　 1942〜　

1935〜2017

　衆議院議員総選挙は，1947（昭和
22）年以来，一つの選挙区から 3～
5人の議員を選出する中選挙区制
によって実施されてきた。この選
挙制度のもと，同一政党の候補者が
同じ選挙区で争わなければならな
いことが，利益誘導政治の原因だと
いう見方が強まり，一つの選挙区か
ら一人の議員を選ぶ小選挙区制を
基調とする，小選挙区比例代表並立
制が導入された。さらに，政治資金
規正法が改正されるとともに，政党
助成制度が設けられた。
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上図，
18〜 22

別紙 3- ①参照 別紙 3- ①参照

195 7 〜 9

195

【年越し派遣村】　世界金融危
機の発生により失業問題が深
刻化したことをうけて，2008
年末，東京の日

ひ

比
び

谷
や

公園に「年
越し派遣村」が開設された。
貧困問題に取り組むNPOや
労働組合などが企画し，多数
のボランティアの参加を得て
運営され，注目を集めた。

 1990年代以降，日本的経営をはじめ，高度経済成

長期に形成され，日本社会を安定させてきたさま

ざまな制度が限界をしめしている。深刻なのは，この間，多くの改革

が実施されてきたにもかかわらず，不況や財政赤字などもあって，新

しい持続可能な制度を構築できていないでいることである。

　たとえば，男女雇用機会均等法に続き，1999（平成11）年に男女共同

参画社会基本法が制定されるなど，男女平等が推進されながらも，保

育所の待機児童の問題にみられるように，女性の就業を保障する制度

が十分にととのえられていない。人口減少や少子高齢化などに対応す

る社会保障制度の改革についても，模
も

索
さく

が続けられている。こうした

状況のもと，日々の生活に不安をかかえ，将来に希望を持てない人々

が増えている。

日本社会をおおう
閉塞感

（→p.184）

5

10

現在，雇用者全体に

しめる非正規雇用の割合が三分の一をこえてい

る。ただし，非正規雇用とは，パート，アルバ

イト，派遣など多様な働き方の総称でしかない。

1950年代から高度経済成長期にかけては出
で

稼
かせ

ぎ

労働者や臨時工が多く，1960年代後半以降は主

婦パートが増加した。2000年代前半からは契約

社員・嘱
しょく

託
たく

が増え，労働者派遣法の改正をうけ

て派遣社員の増大もみられた。

　近年にかぎってみても，非正規雇用が増加し

ている理由は単純ではない。企業による人件費

の節約や景気変動への対応，産業構造の変化な

どが大きな原因であるが，労働市場の規制緩和

も影響しているといわれる。労働者側について

みると，自分の都合がよい時間に働けるといっ

た理由も少なくないが，その一方で正規雇用に

つけなかったという非自発的な理由が増える傾

向にある。

　非正規雇用は若年層に多く，賃金が少ないば

かりか勤続年数が増してもほとんど上昇せず，

社会保険などへの加入率も低い。正規雇用との

格
かく

差
さ

は結婚にもおよぶなど，深刻な問題になっ

ている。主婦パートが多いのは，家事・育児の

負担のほか，税や社会保障などの制度が影響し

ており，こうした状況をかえることが課題にな

っている。

　非正規雇用は全体として拡大してきたが，

1990年代なかばまでは正規雇用も同時に増えて

いた。ところが，それ以降，正規雇用は減少傾

向にある。そうしたなか，正社員の労働環境も

悪化し，極端な長時間労働やサービス残業，退

職強要などをおこなう「ブラック企業」が社会問

題化している。

【雇用形態別雇用者数の推移】

非正規労働者の増加
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【年越し派遣村】　世界金融危
機の発生により失業問題が深
刻化したことをうけて，2008
年末，東京の日

ひ

比
び

谷
や

公園に「年
越し派遣村」が開設された。
貧困問題に取り組むNPOや
労働組合などが企画し，多数
のボランティアの参加を得て
運営され，注目を集めた。

 1990年代以降，日本的経営をはじめ，高度経済成

長期に形成され，日本社会を安定させてきたさま

ざまな制度が限界をしめしている。深刻なのは，この間，多くの改革

が実施されてきたにもかかわらず，不況や財政赤字などもあって，新

しい持続可能な制度を構築できていないでいることである。

　たとえば，男女雇用機会均等法に続き，1999（平成11）年に男女共同

参画社会基本法が制定されるなど，男女平等が推進されながらも，長

時間労働のまん延や保育所の待機児童の問題など，女性の就労をさま

たげる状況が十分に解消されていない。人口減少や少子高齢化などに

対応する社会保障制度の改革についても，模
も

索
さく

が続けられている。こ

うした状況のもと，日々の生活に不安をかかえ，将来に希望を持てな

い人々が増えている。

日本社会をおおう
閉塞感

（→p.184）
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現在，雇用者全体に

しめる非正規雇用の割合が三分の一をこえてい

る。ただし，非正規雇用とは，パート，アルバ

イト，派遣など多様な働き方の総称でしかない。

1950年代から高度経済成長期にかけては出
で

稼
かせ

ぎ

労働者や臨時工が多く，1960年代後半以降は主

婦パートが増加した。2000年代前半からは契約

社員・嘱
しょく

託
たく

が増え，労働者派遣法の改正をうけ

て派遣社員の増大もみられた。

　近年にかぎってみても，非正規雇用が増加し

ている理由は単純ではない。企業による人件費

の節約や景気変動への対応，産業構造の変化な

どが大きな原因であるが，労働市場の規制緩和

も影響しているといわれる。労働者側について

みると，自分の都合がよい時間に働けるといっ

た理由も少なくないが，その一方で正規雇用に

つけなかったという非自発的な理由が増える傾

向にある。

　非正規雇用は若年層に多く，賃金が少ないば

かりか勤続年数が増してもほとんど上昇せず，

社会保険などへの加入率も低い。正規雇用との

格
かく

差
さ

は結婚にもおよぶなど，深刻な問題になっ

ている。主婦パートが多いのは，家事・育児の

負担のほか，税や社会保障などの制度が影響し

ており，こうした状況をかえることが課題にな

っている。

　非正規雇用は全体として拡大してきたが，

1990年代なかばまでは正規雇用も同時に増えて

いた。ところが，それ以降，正規雇用は減少傾

向にある。そうしたなか，正社員の労働環境も

悪化し，極端な長時間労働やサービス残業，退

職強要などをおこなう「ブラック企業」が社会問

題化している。
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208 年表

時代 概観 天皇 将軍 西暦（年号） 政治・経済・社会 文化

208　巻末年表

光格

仁孝

孝明

明治

家斉

家慶

家定

家茂

慶喜

太政大臣
三条

総理
伊藤

黒田

山県
松方
伊藤
松方
大隈
山県

伊藤
桂

1787（天明	 7）
1789（寛政元）
1790（	〃	 2）
1792（	〃	 4）
1798（	〃	 10）
1800（	〃	 12）
1808（文化	 5）
1828（文政	11）
1833（天保	 4）
1837（	〃	 8）
1839（	〃	 10）
1841（	〃	 12）
1843（	〃	 14）
1857（安政	 4）
1858（	〃	 5）
1860（万延元）
1862（文久	 2）
1863（	〃	 3）
1864（元治元）
1865（慶応元）
1866（	〃	 2）
1867（	〃	 3）

1868（明治元）

1869（	〃	 2）
1871（	〃	 4）
1872（	〃	 5）

1873（	〃	 6）

1874（	〃	 7）
1875（	〃	 8）

1876（	〃	 9）

1877（	〃	 10）
1878（	〃	 11）
1879（	〃	 12）
1880（	〃	 13）
1881（	〃	 14）

1882（	〃	 15）

1883（	〃	 16）
1884（	〃	 17）
1885（	〃	 18）
1887（	〃	 20）
1888（	〃	 21）
1889（	〃	 22）
1890（	〃	 23）
1891（	〃	 24）
1892（	〃	 25）
1897（	〃	 30）
1898（	〃	 31）
1899（〃	 32）
1900（	〃	 33）
1901（	〃	 34）
1903（	〃	 36）

天明の打ちこわし　松平定信老中となる（寛政の改革〜93）
棄捐令（旗本・御家人の負債を免ず）
人足寄場を設立　寛政異学の禁を発す
林子平を処罰
近藤重蔵ら，千島探検
伊能忠敬，蝦夷地を測量（翌年より全国の測量開始）
間宮林蔵ら，樺太探検
シーボルト事件
天保の大飢饉（〜39）
大塩平八郎の乱
蛮社の獄（渡辺崋山・高野長英ら処罰される）
水野忠邦，改革に着手（天保の改革〜43）　株仲間解散令
人返し令　上知令　その撤回で水野忠邦を罷免
将軍継嗣問題で幕政二分
井伊直弼，大老となる　安政の大獄はじまる（〜59）
桜田門外の変（井伊大老暗殺）　五品江戸廻送令
坂下門外の変　和宮，将軍に降嫁　生麦事件　文久の改革
八月十八日の政変
池田屋事件　禁門の変　第 1次長州征討開始
幕府，第 2次長州征討を発令　安政の諸条約勅許
薩長同盟　第 2次長州征討開始
「ええじゃないか」おこる　討幕の密勅　大政奉還上表　
王政復古の大号令
1鳥羽・伏見の戦い（戊辰戦争〜69）　3五か条の誓文　五榜
の掲示　閏 4政体書　 7江戸を東京と改称
3東京遷都　6版籍奉還　 7開拓使設置　8蝦夷地を北海道に
5新貨条例　7廃藩置県　8賤称廃止令
1初の全国戸籍調査（壬申戸籍，総人口3311万825人）　
2田畑永代売買の禁をとく　10富岡製糸場開業
11国立銀行条例　徴兵告諭
1徴兵令　7地租改正条例　10明治六年の政変，征韓論敗れ
西郷隆盛ら参議辞職　11内務省設置　12秩禄奉還許可
1民撰議院設立の建白書　 2佐賀の乱　 4立志社創立
2大阪会議　愛国社結成　 4漸次立憲政体樹立の詔
6讒謗律・新聞紙条例
3廃刀令　8国立銀行条例改正　金禄公債証書発行条例
10神風連の乱　秋月の乱　萩の乱
2〜 9西南戦争　 6立志社建白
7三新法（府県会規則など）	 9愛国社再興　12参謀本部設置
4琉球藩を廃し，沖縄県をおく（琉球処分）
3国会期成同盟結成　 4集会条例　11工場払い下げ概則
8北海道開拓使官有物払い下げ事件　10国会開設の勅諭　
明治十四年の政変　自由党結成　松方財政はじまる　11日
本鉄道会社設立
1軍人勅諭　3伊藤博文ら憲法調査のため渡欧　立憲改進党
結成　 5大阪紡績会社設立　10日本銀行開業　11福島事件
4新聞紙条例改正（言論統制強化）
7華族令　 9加波山事件　10秩父事件
11大阪事件　12内閣制度施行
10大同団結運動おこる　三大事件建白　12保安条例
4市制・町村制公布　枢密院設置
2大日本帝国憲法発布　衆議院議員選挙法公布
5府県制・郡制公布　11第 1回帝国議会開会
5 大津事件　12田中正造，足尾鉱毒問題質問書提出
2第 2回総選挙に，松方内閣が選挙干渉
3貨幣法公布（金本位制確立）　 7労働組合期成会設立
6憲政党結成，隈板内閣成立　10社会主義研究会設立
3北海道旧土人保護法
3治安警察法　 5軍部大臣現役武官制　 9立憲政友会結成
2八幡製鉄所操業開始　 5社会民主党結成
1平民社設立

	1783	『赤蝦夷風説考』
	 96	『ハルマ和解』
	 97	昌平坂学問所を官立

とする
	 98	『古事記伝』完成
	　このころ滑稽本流行
	1802	『東海道中膝栗毛（初

編）』
	 11	蛮書和解御用掛設置
	 14	『南総里見八犬伝（初

編）』
	　このころ読本流行
	 21	『大日本沿海輿地全図』
	 33	歌川広重の『東海道

五十三次』刊行開始
	　このころ人情本流行
	 42	人情本出版禁止
	 51	本木昌造，鉛製活字

を製造
	 55	洋学所設置（翌年蕃書

調所と改称）
	 58	福沢諭吉，私塾を開く
（68慶應義塾と改称）

	 60	幕府，種痘所を直轄
（63医学所と改称）

	 68	神仏分離令
	 69	東京―横浜間に電信
	 70	大教宣布の詔
	 71	郵便事業開始　文部

省設置
	 72	『学問のすゝめ』　学

制公布　新橋―横浜間
に鉄道　太陽暦採用

	 73	キリスト教禁教の高
札撤廃　紀元節定め
る　明六社設立

	 76	札幌農学校創立

	 79	教育令制定（翌年改
正）

	 81	日本鉄道会社設立

	 83	鹿鳴館落成
	 85	硯友社結成
	 	『小説神髄』
	 86	学校令公布
	 87	『国民之友』創刊　東

京音楽学校・東京美
術学校創立

	 88	『日本人』創刊
	 89	東海道線全通
	 90	教育勅語発布
	 93	『文学界』創刊
	 96	白馬会創立
	 97	『ホトトギス』創刊
	 	志賀潔，赤痢菌発見
	 98	日本美術院創立
1900	『明星』創刊
	 03	小学校令改正，教科

書国定化
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時代 概観 天皇 将軍 西暦（年号） 政治・経済・社会 文化

208　巻末年表

光格

仁孝

孝明

明治

家斉

家慶

家定

家茂

慶喜

太政大臣
三条

総理
伊藤

黒田

山県
松方
伊藤
松方
大隈
山県

伊藤
桂

1787（天明	 7）
1789（寛政元）
1790（	〃	 2）
1792（	〃	 4）
1798（	〃	 10）
1800（	〃	 12）
1808（文化	 5）
1828（文政	11）
1833（天保	 4）
1837（	〃	 8）
1839（	〃	 10）
1841（	〃	 12）
1843（	〃	 14）
1857（安政	 4）
1858（	〃	 5）
1860（万延元）
1862（文久	 2）
1863（	〃	 3）
1864（元治元）
1865（慶応元）
1866（	〃	 2）
1867（	〃	 3）

1868（明治元）

1869（	〃	 2）
1871（	〃	 4）
1872（	〃	 5）

1873（	〃	 6）

1874（	〃	 7）
1875（	〃	 8）

1876（	〃	 9）

1877（	〃	 10）
1878（	〃	 11）
1879（	〃	 12）
1880（	〃	 13）
1881（	〃	 14）

1882（	〃	 15）

1883（	〃	 16）
1884（	〃	 17）
1885（	〃	 18）
1887（	〃	 20）
1888（	〃	 21）
1889（	〃	 22）
1890（	〃	 23）
1891（	〃	 24）
1892（	〃	 25）
1897（	〃	 30）
1898（	〃	 31）
1899（〃	 32）
1900（	〃	 33）
1901（	〃	 34）
1903（	〃	 36）

天明の打ちこわし　松平定信老中となる（寛政の改革〜93）
棄捐令（旗本・御家人の負債を免ず）
人足寄場を設立　寛政異学の禁を発す
林子平を処罰
近藤重蔵ら，千島探検
伊能忠敬，蝦夷地を測量（翌年より全国の測量開始）
間宮林蔵ら，樺太探検
シーボルト事件
天保の大飢饉（〜39）
大塩平八郎の乱
蛮社の獄（渡辺崋山・高野長英ら処罰される）
水野忠邦，改革に着手（天保の改革〜43）　株仲間解散令
人返し令　上知令　その撤回で水野忠邦を罷免
将軍継嗣問題で幕政二分
井伊直弼，大老となる　安政の大獄はじまる（〜59）
桜田門外の変（井伊大老暗殺）　五品江戸廻送令
坂下門外の変　和宮，将軍に降嫁　生麦事件　文久の改革
八月十八日の政変
池田屋事件　禁門の変　第 1次長州征討開始
幕府，第 2次長州征討を発令　安政の諸条約勅許
薩長盟約（同盟）　第 2次長州征討開始
「ええじゃないか」おこる　討幕の密勅　大政奉還上表　
王政復古の大号令
1鳥羽・伏見の戦い（戊辰戦争〜69）　3五か条の誓文　五榜
の掲示　閏 4政体書　 7江戸を東京と改称
3東京遷都　6版籍奉還　 7開拓使設置　8蝦夷地を北海道に
5新貨条例　7廃藩置県　8賤称廃止令
1初の全国戸籍調査（壬申戸籍，総人口3311万825人）　
2田畑永代売買の禁をとく　10富岡製糸場開業
11国立銀行条例　徴兵告諭
1徴兵令　7地租改正条例　10明治六年の政変，征韓論敗れ
西郷隆盛ら参議辞職　11内務省設置　12秩禄奉還許可
1民撰議院設立の建白書　 2佐賀の乱　 4立志社創立
2大阪会議　愛国社結成　 4漸次立憲政体樹立の詔
6讒謗律・新聞紙条例
3廃刀令　8国立銀行条例改正　金禄公債証書発行条例
10神風連の乱　秋月の乱　萩の乱
2〜 9西南戦争　 6立志社建白
7三新法（府県会規則など）	 9愛国社再興　12参謀本部設置
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7華族令　 9加波山事件　10秩父事件
11大阪事件　12内閣制度施行
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	1783	『赤蝦夷風説考』
	 96	『ハルマ和解』
	 97	昌平坂学問所を官立

とする
	 98	『古事記伝』完成
	　このころ滑稽本流行
	1802	『東海道中膝栗毛（初

編）』
	 11	蛮書和解御用掛設置
	 14	『南総里見八犬伝（初

編）』
	　このころ読本流行
	 21	『大日本沿海輿地全図』
	 33	歌川広重の『東海道

五十三次』刊行開始
	　このころ人情本流行
	 42	人情本出版禁止
	 51	本木昌造，鉛製活字

を製造
	 55	洋学所設置（翌年蕃書

調所と改称）
	 58	福沢諭吉，私塾を開く
（68慶應義塾と改称）

	 60	幕府，種痘所を直轄
（63医学所と改称）

	 68	神仏分離令
	 69	東京―横浜間に電信
	 70	大教宣布の詔
	 71	郵便事業開始　文部

省設置
	 72	『学問のすゝめ』　学

制公布　新橋―横浜間
に鉄道　太陽暦採用

	 73	キリスト教禁教の高
札撤廃　紀元節定め
る　明六社設立

	 76	札幌農学校創立

	 79	教育令制定（翌年改
正）

	 81	日本鉄道会社設立

	 83	鹿鳴館落成
	 85	硯友社結成
	 	『小説神髄』
	 86	学校令公布
	 87	『国民之友』創刊　東

京音楽学校・東京美
術学校創立

	 88	『日本人』創刊
	 89	東海道線全通
	 90	教育勅語発布
	 93	『文学界』創刊
	 96	白馬会創立
	 97	『ホトトギス』創刊
	 	志賀潔，赤痢菌発見
	 98	日本美術院創立
1900	『明星』創刊
	 03	小学校令改正，教科

書国定化
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211 年表

世界朝鮮 中国対外関係

211　

	1905	 7 桂・タフト協定　 8日英同盟改定　 9ポーツ
マス条約　11第 2次日韓協約　

	 07	第 3 次日韓協約　第 1次日露協約
	 10	 8韓国併合　10朝鮮総督府設置
	 11	 2 改正日米通商航海条約（第 2次条約改定）

	 14	 8 第一次世界大戦に参戦
	 15	 1中国に二十一か条要求
	 17	11石井・ランシング協定（23廃棄）
	 18	 8 シベリア出兵（〜22）
	 19	 3 三・一独立運動　 6ヴェルサイユ条約
	 20	 1 国際連盟加入
	 21	11ワシントン会議に参加　12四か国条約（日英

同盟廃棄）
	 22	 2 九か国条約　海軍軍縮条約

	 25	 1 日ソ基本条約
	 27	 5 第 1 次山東出兵　
	 28	 5 済南事件　 6張作霖爆殺事件　 8不戦条約
	 30	 4 ロンドン海軍軍縮条約
	 31	 9満州事変（十五年戦争はじまる〜45）
	 32	 1 第 1 次上海事変　 3「満州国」建国　 9日満

議定書
	 33	 3国際連盟脱退通告　 5塘沽停戦協定
	 34	12ワシントン海軍軍縮条約破棄
	 36	 1 ロンドン軍縮会議脱退　11日独防共協定
	 37	7盧溝橋事件（日中戦争はじまる〜45）　 8第 2

次上海事変　11日独伊三国防共協定
	 39	 5 ノモンハン事件　7米，日米通商航海条約破

棄通告
	 40	 9 北部仏印進駐　日独伊三国同盟成立
	 41	 4 日ソ中立条約　7南部仏印進駐　12太平洋戦

争はじまる（〜45）
	 42	 6 ミッドウェー海戦
	 43	11大東亜会議開催
	 44	７サイパン島陥落
	 45	 4 米軍，沖縄本島上陸　 8ソ連対日参戦　ポ

ツダム宣言受諾　 9降伏文書調印
	 46	 5 極東国際軍事裁判はじまる（〜48.11）

	 51	 9サンフランシスコ平和条約・日米安保条約
	 52	 2 日米行政協定　 4日華平和条約　 8 IMF加盟
	 53	12奄美諸島返還日米協定
	 54	 3 日米MSA協定
	 55	 9 GATT加盟
	 56	10日ソ共同宣言　12国連加盟

	 60	 1新日米安保条約
	 63	 8 部分的核実験停止条約に調印
	 64	 4 IMF 8 条国移行　OECD加盟
	 65	 6 日韓基本条約

	 68	 4 小笠原諸島返還協定

　韓
国

　清
	1905	［露］血の日曜日事件

	 11	［中］辛亥革命
	 12	中華民国成立

	 19	［中］五・四運動

	 21	中国共産党結成

	 24	［中］第1次国共合作
	 26	蔣介石，北伐開始
	 27	蔣介石，南京に国民政

府樹立

	 31	［中］瑞金にソヴィエト
政権成立

	 36	［中］西安事件
	 37	［中］第2次国共合作

	 45	太平洋戦争おわる
	 46	フィリピン独立
	 	［中］国共内戦
	 47	パキスタン・インド独立
	 48	ビルマ独立　イスラエ

ル共和国独立宣言　韓
国・北朝鮮成立

	 49	中華人民共和国成立　
インドネシア独立

	 50	中ソ友好同盟相互援助
条約　朝鮮戦争（〜53）

	 54	周・ネルー，平和五原
則声明　インドシナ休
戦協定　東南アジア条
約機構（SEATO）成立

	 55	アジア・アフリカ会議
	 56	エジプト，スエズ運河国

有化宣言　スエズ戦争
	 58	アラブ連合成立
	 61	韓国クーデタ
	 62	中印国境で軍事衝突
	 65	米，北ベトナム爆撃（北

爆開始）	印パ紛争
	 66	中国の文化大革命

	1907	英露協商（三国協商の成
立）

	 12	バルカン戦争（〜13）

	 14	第一次世界大戦（〜18）

	 17	ロシア革命

	 19	ヴェルサイユ条約
	 20	国際連盟成立
	 21	ワシントン会議

	 22	［伊］ファシスト政権成立

	 25	ロカルノ条約

	 28	パリ不戦条約
	 29	世界恐慌おこる
	 30	ロンドン軍縮会議

	 34	［独］ヒトラー総統就任
	 35	［独］再軍備宣言
	 36	［伊］エチオピア併合
	 	スペイン内乱
	 38	［独］オーストリア併合
	 	ミュンヘン会議
	 39	独ソ不可侵条約
	 	第二次世界大戦はじま

る
	 41	独ソ戦争　大西洋憲章

独・伊，米に宣戦
	 43	伊，降伏　カイロ会談

	 45	ヤルタ会談　独，降伏
ポツダム会談　国際連
合成立

	 47	マーシャル・プラン　
コミンフォルム結成

	 49	北大西洋条約機構
（NATO）

	 55	ワルシャワ条約　ジュ
ネーヴ 4巨頭会談

	 56	ハンガリー事件
	 57	EEC調印
	 	ソ連，ICBM・人工衛星

打ち上げに成功
	 59	キューバ革命
	 62	キューバ危機
	 63	部分的核実験停止条約

ケネディ米大統領暗殺
	 68	核拡散防止条約　
	 	ソ連・東欧軍，チェコ

侵入
	 69	アポロ11号月面着陸
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	 62	中印国境で軍事衝突
	 65	米，北ベトナム爆撃（北

爆開始）	印パ紛争
	 66	中国の文化大革命

	1907	英露協商（三国協商の成
立）

	 12	バルカン戦争（〜13）

	 14	第一次世界大戦（〜18）

	 17	ロシア革命

	 19	ヴェルサイユ条約
	 20	国際連盟成立
	 21	ワシントン会議

	 22	［伊］ファシスト政権成立

	 25	ロカルノ条約

	 28	パリ不戦条約
	 29	世界恐慌おこる
	 30	ロンドン軍縮会議

	 34	［独］ヒトラー総統就任
	 35	［独］再軍備宣言
	 36	［伊］エチオピア併合
	 	スペイン内乱
	 38	［独］オーストリア併合
	 	ミュンヘン会議
	 39	独ソ不可侵条約
	 	第二次世界大戦はじま

る
	 41	独ソ戦争　大西洋憲章

独・伊，米に宣戦
	 43	伊，降伏　カイロ会談

	 45	ヤルタ会談　独，降伏
ポツダム会談　国際連
合成立

	 47	マーシャル・プラン　
コミンフォルム結成

	 49	北大西洋条約機構
（NATO）

	 55	ワルシャワ条約　ジュ
ネーヴ 4巨頭会談

	 56	ハンガリー事件
	 57	EEC調印
	 	ソ連，ICBM・人工衛星

打ち上げに成功
	 59	キューバ革命
	 62	キューバ危機
	 63	部分的核実験停止条約

ケネディ米大統領暗殺
	 68	核拡散防止条約　
	 	ソ連・東欧軍，チェコ

侵入
	 69	アポロ11号月面着陸
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年表

時代 天皇 総理 西暦（年号） 政治・経済・社会

212　巻末年表

文化

今上

田中

三木
福田
大平
鈴木
中曽根

竹下
海部
宮沢

細川
羽田・村山

村山
橋本

小渕

森
森・小泉
小泉

小泉・安倍
安倍・福田
福田・麻生
麻生・鳩山
鳩山・菅
菅・野田
安倍

1970（ 〃 45）
1971（ 〃 46）
1972（ 〃 47）
1973（ 〃 48）
1976（ 〃 51）
1978（ 〃  53）
1979（ 〃 54）
1982（ 〃 57）
1985（ 〃 60）
1986（ 〃 61）
1987（ 〃 62）
1988（ 〃 63）
1989（平成元）
1991（ 〃 3）
1992（ 〃 4）
1993（ 〃 5）
1994（ 〃 6）

1995（ 〃 7）
1996（ 〃 8）
1997（ 〃 9）
1998（ 〃 10）
1999（ 〃 11）

2000（ 〃 12）
2001（ 〃 13）
2003（ 〃 15）
2004（ 〃 16）
2005（ 〃 17）

2006（ 〃 18）
2007（ 〃 19）
2008（ 〃 20）
2009（ 〃 21）
2010（ 〃 22）
2011（ 〃 23）
2013（ 〃 25）

2015（ 〃 27）

2016（ 〃 28）

この年GNP資本主義国第 2 位
7 光化学スモッグ・静岡県田子の浦のヘドロ問題化
7 環境庁発足　11非核三原則決議　12 円切り上げ
5沖縄返還実現
2 円の変動相場制移行　10石油ショックはじまる
2 ロッキード事件問題化　 6 新自由クラブ結成（〜86）
5 新東京国際（現成田国際）空港開港
6 元号法
8 公職選挙法改正（参院に比例代表制）
6男女雇用機会均等法公布
12国鉄改革関連法公布（87民営化）
5 防衛費予算，GNP 1 ％枠突破
7 リクルート事件発覚　12消費税法公布（89．4実施）
7 参議院で与野党逆転
バブル経済崩壊
8 東京佐川急便事件問題化
8 非自民八党派連立政権誕生
3 公職選挙法改正（衆議院議員選挙に小選挙区比例代表並立
制導入）　 6 社会党委員長首班の三党連立内閣成立
1阪神･淡路大震災　 3 地下鉄サリン事件
2 エイズ薬害で厚相謝罪
5 アイヌ文化振興法　11山一証券廃業　12介護保険法成立
4 金融ビッグバン
5 情報公開法　ガイドライン関連法　 8 国旗・国歌法　
9 東海村核燃料加工施設で臨界事故発生
7 三宅島噴火で全島民避難
1省庁再編　 6 ハンセン病補償法　10テロ対策特別措置法
6 有事法制関連 3 法　 7 イラク復興支援特別措置法
6 年金改革関連法　有事法制関連7法　10新潟中越地震
4 個人情報保護法全面施行　10郵政民有化法成立（07民有
化）
5 会社法施行　12教育基本法改正
5 国民投票法成立
1 薬害肝炎救済法成立　4後期高齢者医療制度導入
5 裁判員制度施行

3東日本大震災　福島第一原子力発電所で事故発生
4 改正公職選挙法成立（インターネットを使った選挙運動解禁）
12特定秘密保護法成立
６改正公職選挙法成立（選挙権年齢を18歳以上に引き下げ）
９安全保障関連法成立

1970 日本初の人工衛星打ち上
げ

  日本万国博開催
 72 高松塚古墳壁画発見

 78 稲荷山古墳出土鉄剣の文
字発見

 82 教科書検定，外交問題化

 87 臨時教育審議会答申
 88 青函トンネル・瀬戸大橋

開通
 89 吉野ヶ里遺跡で大規模な

環濠集落跡発見

 94 三内丸山遺跡で大規模な
縄文集落跡発掘

  大江健三郎，ノーベル文
学賞受賞

 97 臓器移植法
 98 飛鳥池で富本銭出土

2000 旧石器発掘のねつ造発覚
 01 中学校歴史教科書検定が

外交問題化
 02 サッカーワールドカップ

日韓共催

 10 改正臓器移植法施行（15歳
未満の臓器移植が可能に）

 11 サッカー女子ワールドカ
ップで日本初優勝

平
成

昭
和

世界朝鮮 中国対外関係

213　

	1970	 2 核拡散防止条約に調印　 6安保条約自動延
長

	 71	 6 沖縄返還協定
	 72	 9 日中共同声明（日中国交正常化）
	 78	 8 日中平和友好条約　11日米防衛協力のため

の指針（ガイドライン）決定
	 79	 6 東京で主要先進国首脳会議（サミット）開催

	 85	 9プラザ合意
	 86	 5 東京サミット

	 91	 4 海上自衛隊ペルシャ湾派遣
	 92	 6 国連平和維持活動（PKO）協力法　 9陸上自

衛隊カンボジア派遣

	 96	 4 日米安保共同宣言
	 97	 9日米新ガイドライン　12京都議定書議決

	2000	 7 九州・沖縄サミット
	 01	11海上自衛隊インド洋派遣
	 02	 9 日朝首脳初会談　平壌宣言　北朝鮮，日本

人拉致事実認める
	 04	 1 自衛隊イラク派遣

	 06	 5 日米政府，在日米軍再編合意

	 08	 7 北海道洞爺湖サミット

	 10	 8 広島平和記念式典に国連総長・米大使初出席

	 15	12パリ協定採択

	 16	 5 米大統領が現職大統領として初の広島訪問

　 　

	1971	中華人民共和国，国連
代表権を回復

	 73	中東戦争（第4次）
	 75	ベトナム戦争終結
	 79	米中国交樹立　ソ連，

アフガニスタン侵攻
	 80	イラン・イラク戦争

	 86	［比］アキノ政権成立
	 88	ソ連，アフガニスタン

から撤退開始
	 89	［中］天安門事件
	 90	イラク，クウェート侵攻	

韓ソ国交樹立
	 91	湾岸戦争　カンボジア

和平協定

	 97	香港，中国に返還
	 99	マカオ，中国に返還

2000	南北朝鮮首脳初会談
	 01	アメリカ，アフガニス

タンへ軍事行動
	 03	イラク戦争
	 04	スマトラ沖地震

	 06	北朝鮮，核実験

	 08	［中］四川大地震

	1971	ドル・ショック
	 72	ニクソン訪中

	 82	反核運動広がる

	 86	［ソ］チェルノブイリ原
発事故

	 87	米ソINF全廃条約
	 89	東欧の民主化ひろがる
	 90	東西ドイツ統一
	 91	ユーゴスラヴィア紛争

米ソ，戦略兵器削減条
約（START）		バルト 3
国独立　ソ連邦解体
CIS結成

	 93	チェコ・スロヴァキア
分離	　EU発足

	 96	国連で包括的核実験禁
止条約採択

	 99	欧州統一通貨（ユーロ）
導入

	2001	［米］同時多発テロ事件

		 04	EU25か国に
	 05	京都議定書発効

	 08	世界金融危機

	 11	南スーダン独立
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時代 天皇 総理 西暦（年号） 政治・経済・社会

212　巻末年表

文化

今上

田中

三木
福田
大平
鈴木
中曽根

竹下
海部
宮沢

細川
羽田・村山

村山
橋本

小渕

森
森・小泉
小泉

小泉・安倍
安倍・福田
福田・麻生
麻生・鳩山
鳩山・菅
菅・野田
安倍

1970（ 〃 45）
1971（ 〃 46）
1972（ 〃 47）
1973（ 〃 48）
1976（ 〃 51）
1978（ 〃  53）
1979（ 〃 54）
1982（ 〃 57）
1985（ 〃 60）
1986（ 〃 61）
1987（ 〃 62）
1988（ 〃 63）
1989（平成元）
1991（ 〃 3）
1992（ 〃 4）
1993（ 〃 5）
1994（ 〃 6）

1995（ 〃 7）
1996（ 〃 8）
1997（ 〃 9）
1998（ 〃 10）
1999（ 〃 11）

2000（ 〃 12）
2001（ 〃 13）
2003（ 〃 15）
2004（ 〃 16）
2005（ 〃 17）

2006（ 〃 18）
2007（ 〃 19）
2008（ 〃 20）
2009（ 〃 21）
2010（ 〃 22）
2011（ 〃 23）
2013（ 〃 25）

2015（ 〃 27）

2016（ 〃 28）
2017（ 〃 29）

この年GNP資本主義国第 2 位
7 光化学スモッグ・静岡県田子の浦のヘドロ問題化
7 環境庁発足　11非核三原則決議　12 円切り上げ
5沖縄返還実現
2 円の変動相場制移行　10石油ショックはじまる
2 ロッキード事件問題化　 6 新自由クラブ結成（〜86）
5 新東京国際（現成田国際）空港開港
6 元号法
8 公職選挙法改正（参院に比例代表制）
6男女雇用機会均等法公布
12国鉄改革関連法公布（87民営化）
5 防衛費予算，GNP 1 ％枠突破
7 リクルート事件発覚　12消費税法公布（89．4実施）
7 参議院で与野党逆転
バブル経済崩壊
8 東京佐川急便事件問題化
8 非自民八党派連立政権誕生
3 公職選挙法改正（衆議院議員選挙に小選挙区比例代表並立
制導入）　 6 社会党委員長首班の三党連立内閣成立
1阪神･淡路大震災　 3 地下鉄サリン事件
2 エイズ薬害で厚相謝罪
5 アイヌ文化振興法　11山一証券廃業　12介護保険法成立
4 金融ビッグバン
5 情報公開法　ガイドライン関連法　 8 国旗・国歌法　
9 東海村核燃料加工施設で臨界事故発生
7 三宅島噴火で全島民避難
1省庁再編　 6 ハンセン病補償法　10テロ対策特別措置法
6 有事法制関連 3 法　 7 イラク復興支援特別措置法
6 年金改革関連法　有事法制関連7法　10新潟中越地震
4 個人情報保護法全面施行　10郵政民有化法成立（07民有
化）
5 会社法施行　12教育基本法改正
5 国民投票法成立
1 薬害肝炎救済法成立　4後期高齢者医療制度導入
5 裁判員制度施行

3東日本大震災　福島第一原子力発電所で事故発生
4 改正公職選挙法成立（インターネットを使った選挙運動解禁）
12特定秘密保護法成立
６改正公職選挙法成立（選挙権年齢を18歳以上に引き下げ）
９安全保障関連法成立

６天皇の退位等に関する皇室典範特例法成立　改正組織犯
罪処罰法成立（テロ等準備罪の新設）

1970 日本初の人工衛星打ち上
げ

  日本万国博開催
 72 高松塚古墳壁画発見

 78 稲荷山古墳出土鉄剣の文
字発見

 82 教科書検定，外交問題化

 87 臨時教育審議会答申
 88 青函トンネル・瀬戸大橋

開通
 89 吉野ヶ里遺跡で大規模な

環濠集落跡発見

 94 三内丸山遺跡で大規模な
縄文集落跡発掘

  大江健三郎，ノーベル文
学賞受賞

 97 臓器移植法
 98 飛鳥池で富本銭出土

2000 旧石器発掘のねつ造発覚
 01 中学校歴史教科書検定が

外交問題化
 02 サッカーワールドカップ

日韓共催

 10 改正臓器移植法施行（15歳
未満の臓器移植が可能に）

 11 サッカー女子ワールドカ
ップで日本初優勝

平
成

昭
和

世界朝鮮 中国対外関係
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	1970	 2 核拡散防止条約に調印　 6安保条約自動延
長

	 71	 6 沖縄返還協定
	 72	 9 日中共同声明（日中国交正常化）
	 78	 8 日中平和友好条約　11日米防衛協力のため

の指針（ガイドライン）決定
	 79	 6 東京で主要先進国首脳会議（サミット）開催

	 85	 9プラザ合意
	 86	 5 東京サミット

	 91	 4 海上自衛隊ペルシャ湾派遣
	 92	 6 国連平和維持活動（PKO）協力法　 9陸上自

衛隊カンボジア派遣

	 96	 4 日米安保共同宣言
	 97	 9日米新ガイドライン　12京都議定書議決

	2000	 7 九州・沖縄サミット
	 01	11海上自衛隊インド洋派遣
	 02	 9 日朝首脳初会談　平壌宣言　北朝鮮，日本

人拉致事実認める
	 04	 1 自衛隊イラク派遣

	 06	 5 日米政府，在日米軍再編合意

	 08	 7 北海道洞爺湖サミット

	 10	 8 広島平和記念式典に国連総長・米大使初出席

	 15	12パリ協定採択

	 16	 5 米大統領が現職大統領として初の広島訪問

　 　

	1971	中華人民共和国，国連
代表権を回復

	 73	中東戦争（第4次）
	 75	ベトナム戦争終結
	 79	米中国交樹立　ソ連，

アフガニスタン侵攻
	 80	イラン・イラク戦争

	 86	［比］アキノ政権成立
	 88	ソ連，アフガニスタン

から撤退開始
	 89	［中］天安門事件
	 90	イラク，クウェート侵攻	

韓ソ国交樹立
	 91	湾岸戦争　カンボジア

和平協定

	 97	香港，中国に返還
	 99	マカオ，中国に返還

2000	南北朝鮮首脳初会談
	 01	アメリカ，アフガニス

タンへ軍事行動
	 03	イラク戦争
	 04	スマトラ沖地震

	 06	北朝鮮，核実験

	 08	［中］四川大地震

	1971	ドル・ショック
	 72	ニクソン訪中

	 82	反核運動広がる

	 86	［ソ］チェルノブイリ原
発事故

	 87	米ソINF全廃条約
	 89	東欧の民主化ひろがる
	 90	東西ドイツ統一
	 91	ユーゴスラヴィア紛争

米ソ，戦略兵器削減条
約（START）		バルト 3
国独立　ソ連邦解体
CIS結成

	 93	チェコ・スロヴァキア
分離	　EU発足

	 96	国連で包括的核実験禁
止条約採択

	 99	欧州統一通貨（ユーロ）
導入

	2001	［米］同時多発テロ事件

		 04	EU25か国に
	 05	京都議定書発効

	 08	世界金融危機

	 11	南スーダン独立

	 17	国連で核兵器禁止条約
採択
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内閣（1989.8
～91.11）■愛知●自由民主党

最初の昭和生まれの首相。湾岸戦争勃発，約
130億ドルの支援実施。ペルシャ湾に掃海艇派
遣。政治改革法案（衆議院小選挙区制）廃案。
自民党総裁選で再任されず，退陣。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

00

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

宮
みや

沢
ざわ

喜
き

一
いち

内閣（1991.11～93.8）
■広島●自由民主党　PKO協力法成立。カ

ンボジアなどに自衛隊派遣。バブル経済の崩壊。
選挙制度改革をめぐり，自民党分裂。内閣不信
任案可決。解散総選挙で自民党敗北。総辞職。
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内閣（1993.8～94.4）
■東京●日本新党　 8会派（新生党・日本

新党・新党さきがけ・日本社会党・公明党・民
社党・社民連・民主改革連合）による連立内閣。
土井たか子，初の女性衆議院議長就任。コメ市
場の部分開放。政治改革関連４法の成立。首相
の政治資金疑惑で総辞職。
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内閣（1994.4～94.6）
■長野●新生党　新生党・日本新党・民社

党・公明党・自由党の連立枠維持（日本社会党
は離脱）。少数与党政権で，自民党の内閣不信
任案提出，社会党の同調により総辞職。
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内閣（1994.6～96.1）
■大分●日本社会党　自民党・日本社会党・

新党さきがけの連立。阪神・淡路大震災，地下
鉄サリン事件発生。「戦後50年にあたっての首
相談話」を発表。自民党への政権移譲。
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内閣
（1996.1～98.7）■岡山●自由民主党

自民党・社会民主党・新党さきがけの連立（の
ち自民党単独）。日米安保共同宣言。消費税 5％
に。金融ビッグバン始まる。日米防衛協力指針
合意。参議院選で自民党大敗，総辞職。
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内閣（1998.7～2000.4）
■群馬●自由民主党　自民党単独，のち自

由党・公明党と連立。新ガイドライン関連諸法，
男女共同参画社会基本法，中央省庁改革関連法，
国旗・国歌法など成立。首相の入院で総辞職。
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喜
よし

朗
ろう

内閣（2000.4
～01.4）■石川●自由民主党

自民党・公明党・保守党の連立。解散・総選挙
で与党後退。九州・沖縄サミット開催。中央省
庁の再編。内閣支持率低迷で総辞職。
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内閣
（2001.4～06.9）■神奈川●自由民主党

自民党・公明党・保守（新）党（のち自民党・公明党）
の連立。アメリカで同時多発テロ。テロ対策特別
措置法公布。日朝平壌宣言。有事法制関連 3法・
イラク復興支援特別措置法公布。日本郵政公社
の発足。自衛隊のイラク派遣。有事法制関連 7
法の成立。郵政民営化関連法案の参議院否決を
うけた衆議院解散総選挙で自民党圧勝。
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内閣（2006.9～07.9）
■山口●自由民主党　自民党・公明党の連

立。教育基本法改正，防衛庁の省昇格，憲法改
正を見通した国民投票法などを実現。年金記録
問題への対応が遅れる。07年 7月，参院選で自
民党は歴史的大敗。 9月，突如辞意表明。
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内閣（2007.9～08.9）
■群馬●自由民主党　自民党・公明党の連

立。テロ対策特別措置法などで「ねじれ国会」
への対応に苦慮。後期高齢者医療制度発足。北
海道洞爺湖サミット開催。突如辞意表明。
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内閣（2008.9～09.9）
■福岡●自由民主党　自民党・公明党の連

立。世界同時不況への対応，景気対策優先を唱
え，衆議院解散を先送り。批判が強まるなか，
総選挙の歴史的惨敗により政権交代。
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内閣（2009.9～10.6）
■北海道●民主党　民主党・社会民主党・

国民新党（のち民主党・国民新党）の連立。「政治
主導」（脱官僚依存）をめざすも，普天間基地移
設問題などで支持率急落。参院選前に辞意表明。
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内閣（2010.6～11.8）
■山口●民主党　民主党・国民新党の連立。

参院選敗北で「ねじれ国会」。党内対立も激化し，
支持率が低迷。2011年３月の東日本大震災，福
島第一原発事故への対応にあたるが，総辞職。
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内閣（2011.9～12.12）
■千葉●民主党　民主党・国民新党の連立。

「社会保障と税の一体改革」の実現をめざす。尖
閣諸島の国有化で日中間の緊張が高まる。民主
党内部から離反者が出るなか，衆議院解散総選
挙で自民党が圧勝し政権交代。
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第 1次・第 2次海
かい

部
ふ

俊
とし

樹
き

内閣（1989.8
～91.11）■愛知●自由民主党

最初の昭和生まれの首相。湾岸戦争勃発，約
130億ドルの支援実施。ペルシャ湾に掃海艇派
遣。政治改革法案（衆議院小選挙区制）廃案。
自民党総裁選で再任されず，退陣。
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内閣（1991.11～93.8）
■広島●自由民主党　PKO協力法成立。カ

ンボジアなどに自衛隊派遣。バブル経済の崩壊。
選挙制度改革をめぐり，自民党分裂。内閣不信
任案可決。解散総選挙で自民党敗北。総辞職。
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川
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熙
ひろ

内閣（1993.8～94.4）
■東京●日本新党　 8会派（新生党・日本

新党・新党さきがけ・日本社会党・公明党・民
社党・社民連・民主改革連合）による連立内閣。
土井たか子，初の女性衆議院議長就任。コメ市
場の部分開放。政治改革関連４法の成立。首相
の政治資金疑惑で総辞職。
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内閣（1994.4～94.6）
■長野●新生党　新生党・日本新党・民社

党・公明党・自由党の連立枠維持（日本社会党
は離脱）。少数与党政権で，自民党の内閣不信
任案提出，社会党の同調により総辞職。
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富
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市
いち

内閣（1994.6～96.1）
■大分●日本社会党　自民党・日本社会党・

新党さきがけの連立。阪神・淡路大震災，地下
鉄サリン事件発生。「戦後50年にあたっての首
相談話」を発表。自民党への政権移譲。
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第 1次・第 2次橋
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本
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龍
りゅう

太
た

郎
ろう

内閣
（1996.1～98.7）■岡山●自由民主党

自民党・社会民主党・新党さきがけの連立（の
ち自民党単独）。日米安保共同宣言。消費税 5％
に。金融ビッグバン始まる。日米防衛協力指針
合意。参議院選で自民党大敗，総辞職。
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内閣（1998.7～2000.4）
■群馬●自由民主党　自民党単独，のち自

由党・公明党と連立。新ガイドライン関連諸法，
男女共同参画社会基本法，中央省庁改革関連法，
国旗・国歌法など成立。首相の入院で総辞職。
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第 1次・第 2次森
もり

喜
よし

朗
ろう

内閣（2000.4
～01.4）■石川●自由民主党

自民党・公明党・保守党の連立。解散・総選挙
で与党後退。九州・沖縄サミット開催。中央省
庁の再編。内閣支持率低迷で総辞職。
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第 1次～第 3次小
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泉
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純
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一
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郎
ろう

内閣
（2001.4～06.9）■神奈川●自由民主党

自民党・公明党・保守（新）党（のち自民党・公明党）
の連立。アメリカで同時多発テロ。テロ対策特別
措置法公布。日朝平壌宣言。有事法制関連 3法・
イラク復興支援特別措置法公布。日本郵政公社
の発足。自衛隊のイラク派遣。有事法制関連 7
法の成立。郵政民営化関連法案の参議院否決を
うけた衆議院解散総選挙で自民党圧勝。
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晋
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三
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内閣（2006.9～07.9）
■山口●自由民主党　自民党・公明党の連

立。教育基本法改正，防衛庁の省昇格，憲法改
正を見通した国民投票法などを実現。年金記録
問題への対応が遅れる。07年 7月，参院選で自
民党は歴史的大敗。 9月，突如辞意表明。
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内閣（2007.9～08.9）
■群馬●自由民主党　自民党・公明党の連

立。テロ対策特別措置法などで「ねじれ国会」
への対応に苦慮。後期高齢者医療制度発足。北
海道洞爺湖サミット開催。突如辞意表明。
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内閣（2008.9～09.9）
■福岡●自由民主党　自民党・公明党の連

立。世界同時不況への対応，景気対策優先を唱
え，衆議院解散を先送り。批判が強まるなか，
総選挙の歴史的惨敗により政権交代。
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内閣（2009.9～10.6）
■北海道●民主党　民主党・社会民主党・

国民新党（のち民主党・国民新党）の連立。「政治
主導」（脱官僚依存）をめざすも，普天間基地移
設問題などで支持率急落。参院選前に辞意表明。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

00

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

菅
かん

直
なお

人
と

内閣（2010.6～11.8）
■山口●民主党　民主党・国民新党の連立。

参院選敗北で「ねじれ国会」。党内対立も激化し，
支持率が低迷。2011年３月の東日本大震災，福
島第一原発事故への対応にあたるが，総辞職。
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内閣（2011.9～12.12）
■千葉●民主党　民主党・国民新党の連立。

「社会保障と税の一体改革」の実現をめざす。尖
閣諸島の国有化で日中間の緊張が高まる。民主
党内部から離反者が出るなか，衆議院解散総選
挙で自民党が圧勝し政権交代。
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34　第 1 章  近代日本の形成

ペリー来航と
条約調印

　世界経済とのつながり
が国内の社会・経済にお
よぼした変化について考
えよう。

1この条約の批
ひ

准
じゅん

書を交換す
るために，1860年幕府使節が
アメリカに派遣された。この
とき随

ずい

行
こう

した勝
かつ

海
かい

舟
しゅう

らは軍艦
咸
かん

臨
りん

丸
まる
（→p.51コラム）に乗り，日

本人の操船によってはじめて
太平洋を横断した。

【黒船】　「黒船」は江戸時代には一般に外国船のことをさしたが，
ペリー艦隊の黒っぽい巨大な艦影は人々を驚かせ，「黒船」は対外
的な危機のシンボルとなった。

【黒船見物】　黒船をのんびり見物する人々。

【琉球に上陸したペリー】　ペ
リーはアメリカ船の中継基地
として琉

りゅう

球
きゅう

や小
お

笠
がさ

原
わら

諸島にも
関心を持っていたため，再来
日する前に，琉球王国にせま
って和親条約を結んでいた。
絵は首

しゅ

里
り

城
じょう

を訪れたペリー一
行の様子。

 1853（嘉
か

永
えい

6）年，アメリカ東インド艦隊司令長官 

ペリーは，日本に開国を求める大統領の国書を持

ち， 4隻
せき

の軍艦をひきいて浦
うら

賀
が

にやってきた。この直後にロシア使節

のプチャーチンも長崎に来航した。

　老
ろう

中
じゅう

阿
あ

部
べ

正
まさ

弘
ひろ

は，事態の重大性から大統領国書を京都の朝
ちょう

廷
てい

に報告

するとともに，諸大名ほか広く庶
しょ

民
みん

にも意見を求めた。阿部は前水
み

戸
と

藩主徳
とく

川
がわ

斉
なり

昭
あき

を幕政に参与させ，越
えち

前
ぜん

藩主松
まつ

平
だいら

慶
よし

永
なが

，薩
さつ

摩
ま

藩主島
しま

津
づ

斉
なり

彬
あきら

などの有力大名と協調して，この事態をのりきろうとした。　

　ペリーは翌1854年，ふたたび来日し，幕府は神奈川で日米和親条約

を結んだ。その内容は，下
しも

田
だ

・箱
はこ

館
だて

の開港，アメリカ艦船への物資の

補給，漂流民・渡来船員の救助などであり，将来日本が他国に対して

アメリカに与えていない権益を許したときには，ただちにアメリカに

も同じ権益を許すという，最
さい

恵
けい

国
こく

条項もふくまれていた。

 1856（安
あん

政
せい

3）年，下田にやってきた初代の駐日ア

メリカ総領事ハリスは，通商条約の締結を求めた。

阿部のあとをうけた老中堀
ほっ

田
た

正
まさ

睦
よし

は通商条約を認める政策をとり，彦
ひこ

根
ね

藩主井
い

伊
い

直
なお

弼
すけ

ら譜
ふ

代
だい

大名もこれを支持した。このため，外国との貿

易に反対し，攘
じょう

夷
い

（外国を日本から排除すること）を主張していた徳川

斉昭らとのあいだに対立が生じた。また，朝廷も条約調印に強く反発

し，ここに外交問題の処理をめぐり，深刻な政治的危機が出現した。

　これをのりきるために，1858年，井伊直弼が大
たい

老
ろう

に就任した。井伊

は，外交問題の処理に十分な議論を求める大名の意見をしりぞけ，ま

た勅
ちょっ

許
きょ

（天皇の許可）を得ないまま，日米修好通商条約に調印した。幕

府はひきつづきオランダ，ロシア，イギリス，フランスとも通商条約

を結んだ（安政の五か国条約）。

「黒
くろ

船
ふね

」来航
1794〜1858

1804〜83

1819〜57

（→p.32） 1828〜90 1809〜58

安政の五か国条約
1804〜78

1810〜64

1815〜60
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派遣先 派遣期間

カンボジア

モザンビーク

ゴラン高原
東ティモール

ハイチ
南スーダン

1992年9月
 ～93年9月

1993年5月
 ～95年1月

1996年2月～
2002年3月
 ～04年6月

2010年2月～
2012年1月～

【自衛隊の部隊が派遣された
PKO】　ベトナム戦争とも連
動しながら内戦が続いていた
カンボジアでは，1991年に和
平協定が成立し，翌年から国
連のPKOが実施された。のべ
約1200人の自衛隊員が派遣
され，40度をこえる猛暑のな
かで道路や橋の修理などをお
こなった。

12014年，第 2次安
あ

倍
べ

内閣は，
集団的自衛権の行使を限定的
に容認する憲法解釈の変更に
ふみきった。

【アメリカ同時多発テロ】　
2001年 9月11日，イスラム過
激派にハイジャックされた民
間航空機が，ニューヨークの
世界貿易センタービルやワシ
ントンD.C.の国防総省などに
突入し，約3000人の死者が出
た。

軍の撤
てっ

退
たい

の監
かん

視
し

に加え，文民警察や選挙･行政･人道支援などの任務も

担うようになった。日本は1992年，宮
みや

沢
ざわ

内閣が国際平和協力法を成立

させ，カンボジアでおこなわれたPKOに自衛隊の部隊をはじめて派

遣した。国連は，地域紛争などによって生みだされた難民を保護し，

支援する活動も実施している。

　東側陣営の崩壊などをうけて，経済の面でも世界の一体化（グロー

バル化）が進展した。1995年には自由貿易の一層の促
そく

進
しん

を目標として，

GATTにかわり世界貿易機関（WTO）が発足した。また，人権，環境，

平和など地球規模の課題が重要になり，NGO（非政府組織）の役割が

高まっている。

 冷戦が終わり，ソ連が解体し，世界規模で軍事力

を展開できる唯
ゆい

一
いつ

の超大国となったアメリカは，

しだいに国連を通じた国際協調よりも単独主義的な軍事行動にかたむ

いていった。それは，2001（平成13）年 9月11日にアメリカで発生した

イスラム過激派による同時多発テロを契機に強まり，ブッシュ政権は，

同年，アフガニスタンを攻撃した。2003年にはイラク戦争にふみきった。

　日本は1990年代後半に橋
はし

本
もと

内閣がアメリカとの同盟を強化し（安
あん

保
ぽ

再定義），新ガイドライン（日米防衛協力のための指針）を策定したが，

2001年に成立した小
こ

泉
いずみ

純
じゅん

一
いち

郎
ろう

内閣は，不安定な東アジア情勢を理由に

アメリカへの協力につとめ，アフガニスタン攻撃の際，自衛隊をイン

ド洋に派遣して補給支援活動をおこない，2004年には人道復興支援を

目的として自衛隊をイラクに派遣した。さらに，アメリカが攻撃をう

けた場合などに集団的自衛権を行使できるよう，憲法の改正や解釈を

変更する動きも強まった。

日本とアメリカの
同盟強化

1946〜　

（→p.192）

1

5

10

15

20

【緒
お
方
がた
貞
さだ
子
こ
】（1927年～ ）　1976（昭

和51）年，学者から日本女性初の国連
公使に起用された緒方は，1990（平
成 2）年に国連難民高等弁務官に就
任した。その際，「日本は『人道大国』
としての地位をしめてほしい」と語
った。翌年，湾岸戦争後に大量の難

民となったイラクのクルド人のうけいれを，隣国のトルコが
拒否したため，従来の難民条約のルールをのりこえて，イラ
ク領内で救済することを決断する。こうした数々の経験をか
さねた緒方は，一人一人の人間の生命・生活・尊厳を守るこ
とを安全保障の課題とする「人間の安全保障」という考えを発
展させるうえで，大きな役割を果たした。

人
物
歴
史
館
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【自衛隊の部隊が派遣された
PKO】　ベトナム戦争とも連
動しながら内戦が続いていた
カンボジアでは，1991年に和
平協定が成立し，翌年から国
連のPKOが実施された。のべ
約1200人の自衛隊員が派遣
され，40度をこえる猛暑のな
かで道路や橋の修理などをお
こなった。

【アメリカ同時多発テロ】　
2001年 9月11日，イスラム過
激派にハイジャックされた民
間航空機が，ニューヨークの
世界貿易センタービルやワシ
ントンD.C.の国防総省などに
突入し，約3000人の死者が出
た。

派遣先 派遣期間

カンボジア

モザンビーク

ゴラン高原

東ティモール

ハイチ

南スーダン

1992年9月
 ～93年9月

1993年5月
 ～95年1月

1996年2月
 ～2013年1月
2002年3月
 ～04年6月

2010年2月
 ～13年2月
2012年1月
 ～17年5月

軍の撤
てっ

退
たい

の監
かん

視
し

に加え，文民警察や選挙･行政･人道支援などの任務も

担うようになった。日本は1992年，宮
みや

沢
ざわ

内閣が国際平和協力法を成立

させ，カンボジアでおこなわれたPKOに自衛隊の部隊をはじめて派

遣した。国連は，地域紛争などによって生みだされた難民を保護し，

支援する活動も実施している。

　東側陣営の崩壊などをうけて，経済の面でも世界の一体化（グロー

バル化）が進展した。1995年には自由貿易の一層の促
そく

進
しん

を目標として，

GATTにかわり世界貿易機関（WTO）が発足した。また，人権，環境，

平和など地球規模の課題が重要になり，NGO（非政府組織）の役割が

高まっている。

 冷戦が終わり，ソ連が解体し，世界規模で軍事力

を展開できる唯
ゆい

一
いつ

の超大国となったアメリカは，

しだいに国連を通じた国際協調よりも単独主義的な軍事行動にかたむ

いていった。それは，2001（平成13）年 9月11日にアメリカで発生した

イスラム過激派による同時多発テロを契機に強まり，ブッシュ政権は，

同年，アフガニスタンを攻撃した。2003年にはイラク戦争にふみきった。

　日本は1990年代後半に橋
はし

本
もと

内閣がアメリカとの同盟を強化し（安
あん

保
ぽ

再定義），新ガイドライン（日米防衛協力のための指針）を策定したが，

2001年に成立した小
こ

泉
いずみ

純
じゅん

一
いち

郎
ろう

内閣は，不安定な東アジア情勢を理由に

アメリカへの協力につとめ，アフガニスタン攻撃の際，自衛隊をイン

ド洋に派遣して補給支援活動をおこない，2004年には人道復興支援を

目的として自衛隊をイラクに派遣した。2014年，第 2次安
あ

倍
べ

内閣は，

集団的自衛権の行使を限定的に容認する憲法解釈の変更にふみきり，

その翌年，それに基づく安全保障関連法を成立させた。

日本とアメリカの
同盟強化

1946〜　

（→p.192）

（→p.193）
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【緒
お
方
がた
貞
さだ
子
こ
】（1927年～ ）　1976（昭

和51）年，学者から日本女性初の国連
公使に起用された緒方は，1990（平
成 2）年に国連難民高等弁務官に就
任した。その際，「日本は『人道大国』
としての地位をしめてほしい」と語
った。翌年，湾岸戦争後に大量の難

民となったイラクのクルド人のうけいれを，隣国のトルコが
拒否したため，従来の難民条約のルールをのりこえて，イラ
ク領内で救済することを決断する。こうした数々の経験をか
さねた緒方は，一人一人の人間の生命・生活・尊厳を守るこ
とを安全保障の課題とする「人間の安全保障」という考えを発
展させるうえで，大きな役割を果たした。
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インド
パキスタン
バングラデシュ
スリランカ
東ティモール

カンボジア
ラオス
ミャンマー

ブルネイ
インドネシア
マレーシア
フィリピン
シンガポール
タイ
ベトナム

モンゴル
北朝鮮

アメリカ
カナダ
ロシア

日本
韓国
中国
オーストラリア
ニュージーランド
パプアニューギニア

メキシコ
チリ
ペルー

中国香港
チャイニーズ・タイペイ

EU

ASEAN地域フォーラム（ARF）

東南アジア諸国連合
（ASEAN）

アジア太平洋経済協力
（APEC）

【拉致被害者の帰国】　2002
年の日朝首脳会談で，北朝鮮
側は日本人を拉致した事実を
認め，日本側に謝罪した。こ
れをうけて， 5 人の日本人が
帰国を果たした。

2日本の「植民地支配と侵略」
への「痛切な反省」を表明した。

3ロシアとのあいだには北方
領土問題，韓国とのあいだに
は竹

たけしま

島問題がある。

東アジア情勢と
日本外交の変化

　日本の外交について，
アジア太平洋地域の経済
的な発展が与えた影響に
ついて考えよう。

【APEC】　世界全体のGDPの約 5 割，人口の約 4 割，貿易額
の約 4 割をしめている。

【アジア太平洋に
おける地域的枠組み】

（外交青書2013年版）

12016年，日本，アメリカ，
オーストラリアなど12か国に
よって，貿易や投資の自由化
を進める環太平洋経済連携協
定（TPP）が署名された。

 冷戦の終
しゅう

焉
えん

をうけて，地域統合が進んだ。1993（平

成 5）年，ヨーロッパ共同体（EC）は域内の市場統

合を完成させたうえで，ヨーロッパ連合（EU）に発展した。EUは，冷

戦の終結にともない民主化した東ヨーロッパに拡大するとともに，政

治統合も推進した。

　冷戦の終焉は，アジア太平洋にも大きな変化をもたらした。1991年，

韓国と北朝鮮が国連に同時加盟し，翌年には中国と韓国が国交を結ん

だ。また，1970年代以降，香
ホン

港
コン

やシンガポールとともに新興工業経済

地域群（NIES）とよばれるようになっていた韓国や台湾では，民主化

が進展した。こうしたなか，アジア太平洋においても，日本をふくむ

地域協力の枠
わく

組みがゆるやかながらつくられた。1989年，アジア太平

洋経済協力（APEC）が発足し，1994年には安全保障に関する対話と協

力の場としてアセアン地域フォーラム（ARF）が設けられた。

 他方で，冷戦後も東アジアには，中国と台湾，北

朝鮮と韓国といった冷戦にともなう分断状況が残

されている。中国では1989（平成元）年に軍隊によって民主化運動が鎮
ちん

圧
あつ

され（天
てん

安
あん

門
もん

事件），共産党の独裁体制が続いた。また，北朝鮮は核

兵器やミサイルの開発を進め，かつて日本人を拉
ら

致
ち

したことも明らか

になった。

　東アジアでは，冷戦下でおさえられていたナショナリズムの高まり

もみられる。それを一因として，首相の靖
やす

国
くに

神社への参拝，歴史教科

書の記述など，日本の戦争責任や歴史認識が争点となり，1995年の戦

後50年の首相談話やアジア女性基金の発足などの動きはあったものの，

依然として問題が残されている。近隣諸国とのあいだには，領土をめ

ぐる問題も存在している。

アジア太平洋地域
の発展

1

東アジア諸国と
日本

2

（→p.161コラム）
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日本
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中国
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メキシコ
チリ
ペルー

中国香港
チャイニーズ・タイペイ

EU

ASEAN地域フォーラム（ARF）

東南アジア諸国連合
（ASEAN）

アジア太平洋経済協力
（APEC）

【拉致被害者の帰国】　2002
年の日朝首脳会談で，北朝鮮
側は日本人を拉致した事実を
認め，日本側に謝罪した。こ
れをうけて， 5 人の日本人が
帰国を果たした。

2日本の「植民地支配と侵略」
への「痛切な反省」を表明した。

3ロシアとのあいだには北方
領土問題，韓国とのあいだに
は竹

たけしま

島問題がある。

東アジア情勢と
日本外交の変化

　日本の外交について，
アジア太平洋地域の経済
的な発展が与えた影響に
ついて考えよう。

【APEC】　世界全体のGDPの約 5 割，人口の約 4 割，貿易額
の約 4 割をしめている。

【アジア太平洋に
おける地域的枠組み】

（外務省資料）

1近年，ヨーロッパの地域統
合は難航し，2016年にはイギ
リスがEUからの脱退を国民
投票で決めた。

 冷戦の終
しゅう

焉
えん

をうけて，地域統合が進んだ。1993（平

成 5）年，ヨーロッパ共同体（EC）は域内の市場統

合を完成させたうえで，ヨーロッパ連合（EU）に発展した。EUは，冷

戦の終結にともない民主化した東ヨーロッパに拡大するとともに，政

治統合も推進した。

　冷戦の終焉は，アジア太平洋にも大きな変化をもたらした。1991年，

韓国と北朝鮮が国連に同時加盟し，翌年には中国と韓国が国交を結ん

だ。また，1970年代以降，香
ホン

港
コン

やシンガポールとともに新興工業経済

地域群（NIES）とよばれるようになっていた韓国や台湾では，民主化

が進展した。こうしたなか，アジア太平洋においても，日本をふくむ

地域協力の枠
わく

組みがゆるやかながらつくられた。1989年，アジア太平

洋経済協力（APEC）が発足し，1994年には安全保障に関する対話と協

力の場としてアセアン地域フォーラム（ARF）が設けられた。

 他方で，冷戦後も東アジアには，中国と台湾，北

朝鮮と韓国といった冷戦にともなう分断状況が残

されている。中国では1989（平成元）年に軍隊によって民主化運動が鎮
ちん

圧
あつ

され（天
てん

安
あん

門
もん

事件），共産党の独裁体制が続いた。また，北朝鮮は核

兵器やミサイルの開発を進め，かつて日本人を拉
ら

致
ち

したことも明らか

になった。

　東アジアでは，冷戦下でおさえられていたナショナリズムの高まり

もみられる。それを一因として，首相の靖
やす

国
くに

神社への参拝，歴史教科

書の記述など，日本の戦争責任や歴史認識が争点となり，1995年の戦

後50年の首相談話やアジア女性基金の発足などの動きはあったものの，

依然として問題が残されている。近隣諸国とのあいだには，領土をめ

ぐる問題も存在している。

アジア太平洋地域
の発展
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（→p.161コラム）
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【内閣と与党の変遷】

【財政赤字と消費税率の推移】

閣はアフガニスタン攻撃やイラク戦争でアメリカに協力する一

方，郵政事業の民営化など新自由主義的改革を本格的におし進

めた。しかし，その結果，自民党の支持基盤を掘りくずしたば

かりか，貧富の格
かく

差
さ

や都市と地方の格差を拡大したという批判

がしだいに高まった。

　第 1次安
あ

倍
べ

晋
しん

三
ぞう

内閣は，教育基本法の改正，防衛庁の省への

昇格，憲法改正のための国民投票法の制定など，保守的な政策

をとったが，2007年の参議院選挙で敗北して退陣した。その後

も自民・公明両党を与党とする福
ふく

田
だ

康
やす

夫
お

内閣と麻
あそ

生
う

太
た

郎
ろう

内閣が

続いたが，有権者の支持を回復できなかった。

 2009（平成21）年の衆議院議員総選挙で，民主党が

圧勝し，社会民主党・国民新党とともに鳩
はと

山
やま

由
ゆ

紀
き

夫
お

を首相とする連立内閣をつくった。自民・民主の二大政党間の本格

的な政権交代が実現したのである。しかし，翌年，鳩山内閣は普
ふ

天
てん

間
ま

基地問題をめぐる社民党の連立離脱をきっかけに退陣した。つぎの菅
かん

 

直
なお

人
と

内閣は消費税の引き上げをめざし，野
の

田
だ

佳
よし

彦
ひこ

内閣がその道筋をつ

けたが，民主党の分裂をまねいた。

　2012年の総選挙で，民主党は大敗し，自民・公明両党による第 2次

安倍内閣が成立した。
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　2012年の総選挙で民主党は大敗し，自民・公明両党による第 2次安

倍内閣が成立した。安倍内閣は，大規模な金融緩
かん

和
わ

，公共事業などの

財政出動，規制緩和をはじめとする成長戦略の三つを柱とする経済政

策をうちだした。また，特定秘密保護法や安全保障関連法を成立させ，

憲法の改正をめざすなど，保守的な政策も推進した。
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社会革新党 48 労働者農民党 48

日本社会党 55

民主社会党 60

民社党 69

社会民主連合 78

公明党 64

72  田中角栄 (1～2)
74  三木武夫
76  福田赳夫
78  大平正芳 (1～2)
80  鈴木善幸
82  中曽根康弘 (1～3)

47  片山　哲
日本共産党 45

日本社会主義同盟 20

日本社会党 06

社会民主党 01
社会主義協会 1900
社会主義研究会 98

立憲政友会 1900

98 大隈重信
(1)

憲政会 16

24 加藤高明 (1～2)
26 若槻礼次郎 (1)

29 浜口雄幸
31 若槻礼次郎 (2)

27 田中義一

    31 犬養　毅

45 幣原喜重郎46 吉田  茂 (1)

52 吉田  茂 (4～5)

54 鳩山一郎 (1～2)

48 芦田  均48 吉田  茂 (2～3)

社会民主党 51

26

41  翼賛議員同盟
42  翼賛政治会
45  大日本政治会

40  大政翼賛会

新生党 93 新党さきがけ 93 日本新党 92

94 羽田  孜 93 細川護 94  村山富市
96  橋本龍太郎 (1～2)

2000  森　喜朗 (1～2) 

新進党 94

自由党 98

保守党

公明党 98

社会民主党 96

民主党 96

01  小泉純一郎 (1～3) 

公明 94

2000（02 保守新党）

06  安倍晋三 (1)
07  福田康夫
08  麻生太郎

98  小渕恵三

国民新党 05

09 鳩山由紀夫
10 菅　直人みんなの党 09

たちあがれ日本 10

55  鳩山一郎 (3)
56  石橋湛山
57  岸　信介 (1～2)
60  池田勇人 (1～3)

64  佐藤栄作 (1～3)

11 野田佳彦

55

60

65

70

75

80

85

90

95

2000

　　　　　05

10

15

50

87  竹下　登
89  宇野宗佑
89  海部俊樹 (1～2)
91  宮沢喜一

12

14
12  安倍晋三 (2～3) 日本維新の会

維新の党

　　左に抜きだした内閣は非政党内閣。
（1） （2）…は第1次内閣，第2次内閣…。
　　左に抜きだした内閣は非政党内閣。
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希望の党 17

80

85

90

95

1900

05

10

15

20

25

30

35

40

45

愛国社

1918 原　敬

立憲改進党

国会期成同盟

伊藤博文 (1)
黒田清隆
山県有朋 (1)
松方正義 (1)
伊藤博文 (2)

松方正義 (2)
伊藤博文 (3)
山県有朋 (2)
伊藤博文 (4)
桂　太郎 (1)

西園寺公望 (1)
桂　太郎 (2)
西園寺公望 (2)
桂　太郎 (3)
山本権兵衛 (1)
大隈重信 (2)
寺内正毅

加藤友三郎
山本権兵衛 (2)
清浦奎吾

斎藤　実
岡田啓介
広田弘毅
林銑十郎
近衛文麿 (1)
平沼騏一郎
阿部信行
米内光政
近衛文麿 (2～3)
東条英機

小磯国昭
鈴木貫太郎
東久邇宮稔彦

愛国公党
75
74

自由党
80
81

立憲自由党 90

自由党 91

憲政党 98

進歩党 96

憲政党 98 憲政本党 98

革新　楽部 22

立憲国民党 10

82

立志社 74

立憲同志会 13

中央　楽部 10

大同　楽部 05

帝国党 99

国民協会 92

大成会 90

立憲帝政党 82

立憲民政党 27

政友本党 24

21 高橋是清

国民同盟 32

東方会 36

社会民衆党
26

労働農民党 26
無産大衆党 28

日本共産党 26
日本労農党 26
日本大衆党 28
全国大衆党 30
全国労農大衆党 31

社会大衆党 32

労働者農民党 28

農民労働党 25

労農党 29

日本共産党 22

日本無産党 37

日本農民党

日本進歩党 45 日本協同党 45日本自由党 45

民主自由党 48

自由党 50 

民主党 47 国民協同党 47

国民民主党 50
改進党 52

日本自由党 53

日本民主党 54
自由民主党

55

新自由クラブ 76

日本社会党 45

右派 51 左派 51

社会革新党 48 労働者農民党 48

日本社会党 55

民主社会党 60

民社党 69

社会民主連合 78

公明党 64

72  田中角栄 (1～2)
74  三木武夫
76  福田赳夫
78  大平正芳 (1～2)
80  鈴木善幸
82  中曽根康弘 (1～3)

47  片山　哲
日本共産党 45

日本社会主義同盟 20

日本社会党 06

社会民主党 01
社会主義協会 1900
社会主義研究会 98

立憲政友会 1900

98 大隈重信
(1)

憲政会 16

24 加藤高明 (1～2)
26 若槻礼次郎 (1)

29 浜口雄幸
31 若槻礼次郎 (2)

27 田中義一

    31 犬養　毅

45 幣原喜重郎46 吉田  茂 (1)

52 吉田  茂 (4～5)

54 鳩山一郎 (1～2)

48 芦田  均48 吉田  茂 (2～3)

社会民主党 51

26

41  翼賛議員同盟
42  翼賛政治会
45  大日本政治会

40  大政翼賛会

新生党 93 新党さきがけ 93 日本新党 92

94 羽田  孜 93 細川護 94  村山富市
96  橋本龍太郎 (1～2)

2000  森　喜朗 (1～2) 

新進党 94

自由党 98

保守党

公明党 98

社会民主党 96

民主党 96

民進党 16

01  小泉純一郎 (1～3) 

公明 94

2000（02 保守新党）

06  安倍晋三 (1)
07  福田康夫
08  麻生太郎

98  小渕恵三

国民新党 05

立憲民主党

09 鳩山由紀夫
10 菅　直人みんなの党 09

55  鳩山一郎 (3)
56  石橋湛山
57  岸　信介 (1～2)
60  池田勇人 (1～3)

64  佐藤栄作 (1～3)

11 野田佳彦

55

60

65

70

75

80

85

90

95

2000

10

15

05

50

87  竹下　登
89  宇野宗佑
89  海部俊樹 (1～2)
91  宮沢喜一

12

14
12  安倍晋三 (2～4) 日本維新の会

維新の党

1875

15おおさか維新の会

17
16日本維新の会

　　左に抜きだした内閣は非政党内閣。
（1） （2）…は第1次内閣，第2次内閣…。
　　左に抜きだした内閣は非政党内閣。
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